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第１章 計画の基本的事項 
   
１ 計画策定の趣旨 
  埼玉県環境基本計画は、埼玉県環境基本条例の基本理念である「健全で恵み豊かな環境を維持

しつつ、環境への負荷の少ない持続的に発展することができる社会の構築」を図るため、同条例
に基づき策定するものです。 

  現計画（第４次）は平成２４年度から令和３年度（2012~2021 年度）までの計画期間としてい
ましたが、社会経済情勢等の変化に対応するため、平成２８年度（2016 年度）に中間見直しを行
いました。 

  その後、人口減少・少子高齢化の一層の進行、地球温暖化が一因と考えられている豪雨や台風
の頻発、海洋プラスチックごみの問題の顕在化、カーボンニュートラル※に向けた動きや世界共通
の持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）※の達成に向けた取組の広がりなど、本県を取り巻く状況は
刻々と変化しています。 

  また、国は平成３０年（2018 年）４月に第５次環境基本計画を策定し、国際・国内情勢に的確
に対応するため、環境・経済・社会の統合的向上の具体化を目指すこととしています。 

  こうした社会経済・環境の状況変化や国内外の動向を踏まえ、次期（第５次）埼玉県環境基本
計画を策定しました。 

 
２ 計画の位置付け 
  本計画は、埼玉県環境基本条例第１０条の規定により環境の保全及び創造に関する施策を総合

的かつ計画的に進めるためのものです。 
  また、県政運営の基礎となる計画である「埼玉県５か年計画」と整合を図り、「埼玉県廃棄物処

理基本計画」、「埼玉県地球温暖化対策実行計画」など環境部門の個別計画の上位計画として、環
境施策を総合的・計画的に推進します。 

 
３ 計画の期間 
  令和４年度から令和８年度（2022~2026 年度）までの５年間とします。 
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第２章 本県を取り巻く状況 
   
１ 本県の自然条件・社会条件 
（１）位置、地形及び気候 
   本県は、関東平野の中西部に位置する内陸県で、東京都など 1 都６県に隣接し、全域が都心

から約１００ｋｍの圏域に含まれます。 
   地形的特徴として、西部に２，０００ｍ 級の山々が連なる秩父山系があり、東部に向かい標

高を下げ、中央部に広がる丘陵や台地、東部の海抜２０ｍ以下の低地へと続いています。 
   埼玉県の面積の約４割が山地及び丘陵地となっていますが、台地及び低地を合わせて平地と

して算出すると、その面積は約２，３００ｋｍ２、全国で１１番目の広さです。平地面積の割合
が県土の約６割を占め、茨城県に次いで全国で２番目に高い割合となっています。 

   また、荒川や利根川をはじめとする多くの河川が流れ、県土に占める河川面積※の割合は徳島
県に次いで全国で２番目の３．９％となっています。 

   本県の気候は、夏は高温多湿、冬は低温乾燥と、北西からの強い季節風の吹く乾燥した晴天
が多くなる、内陸性の太平洋側気候です。年間を通じて、台風や豪雪による気象災害は比較的
少ないものの、近年では、地球温暖化などの気候変動の影響とも考えられる局地的な集中豪雨
や大型台風などによる大きな被害も生じています。 

 
（２）人口 
   我が国の人口は、国勢調査が開始された大正９年（1920 年）から平成２２年（2010 年）ま

で増加を続けてきましたが、平成２７年（2015 年）には減少に転じ、人口減少社会に突入しま
した。 

   本県の人口は、国勢調査の開始から令和２年（2020 年）まで一貫して増加してきました。近
年の人口変動の状況は、平成２４年（2012 年）に死亡数が出生数を上回る自然減に転じていま
すが、転入数が転出数を上回る社会増の影響で人口は緩やかな増加を続けています。 

   今後、自然減が社会増を上回ることで、人口減少に転じ、令和１２年（2030 年）には 
  約７２０万人、そして令和２２年（2040 年）には７００万人を下回ることが予想されます。 
   本県の６５歳以上の高齢者は、令和１２年（2030 年）には約２０６万人、令和２２年（2040

年）には約２３０万人まで増加し、県民の３人に１人が高齢者となる見込みです。 
      また、本県の７５歳以上の後期高齢者は、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、

いわゆる団塊世代の高齢化に伴い、平成２７年（2015 年）から 令和１２年（2030 年）までの
１５年間で約１．６倍の約１２８万人に増加すると見込まれています。この間の後期高齢者の
増加率は全国で最も高く、社会に与える影響の大きさなどを考えると、異次元の高齢化とも呼
べる状況を迎えています。 

   一方で、１５歳から６４歳までの生産年齢人口は、平成１２年（2000 年）の約５０１万人を
ピークに減少が続き、令和１２年
（2030 年）には約４３３万人、令
和２２年（2040 年）には約３８０
万人まで減少する見通しです。本
県の人口に占める生産年齢人口
の割合が約５５％まで低下し、 
現役世代 １人 が高齢者 １人を
支える「肩車型社会」 に迫ること
が予測されています。 

   人口減少や少子高齢化といっ
た人口動態の変化は、地域コミュ
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出典：令和２年度 埼玉の土地 

ニティの弱体化を招くとともに、農林業の担い手不足による耕作放棄地の増大、空き家の増加、
商店街の衰退等による地域経済の衰退など様々な課題を顕在化させてきています。 

 
（３）土地利用 
   平成３０年（2018 年）における県土の利用形態をみると、県土面積約３，７９８ｋｍ２のう

ち、おおよそ、森林が３２％、農地が２０％、宅地が２０％、道路が９％、水面・河川・水路
が５％、その他が１４％で、農林地の面積が県土の５２％を占めています。 

   本県の可住地面積（平成３０年（2018 年）１０月１日現在）は、２，５８４．６ｋｍ２（県
土の６８．１％）で、全国の可住地面積比率（３２．９％）の約２倍、大阪府（６９．８％）、
千葉県（６８．９％） 

  に次いで高い比率であ 
  り、また、東京に隣接 
  する地理特性等から、 
  人口増による都市化と 
  農林地の減少が、近年 
  鈍化しつつあるもの 
  の、依然として進行し 
  ています。 
 
（４）経済 

  「平成３０年度県民経済計算」によると、県内総生産※は、名目で２３兆２，５４１億円（前
年度比０．５％増）となり、６年連続で増加しました。 

   産業別の構成比は、第１次産業が０．４％（前年度比１０．７％減）、第２次産業が 
 ２８．４％（前年度比０．６％増）、第 3 次産業が７０．４％（前年度比０．４％増）となっ

ています。  
  令和元年（2019 年）の埼玉県の農業産出額は１，６７８ 億円で、全国第２０位です。平成

２６年（2014 年）の１，９０２億円と比べて１１．８％減少しています。 
  工業、特に製造業については多種多様な業種が立地しており、令和元年（2019 年）の製造

品出荷額等は１３兆７，５８１億円で、全国第６位となっています。平成２６年（2014 年）
の１２兆３，９０８億円と比べると、１１．0％の増加です。また、商業については、平成 

 ２８年（2016 年）の年間商品販売額は１８兆３，４８１億円で全国第７位です。平成２４年
（2012 年）の１４兆８，０９０億円と比べて、２３．９％増加しています。 

 
２ 国際情勢・社会情勢の変化 
（１）ＳＤＧｓに向けた取組 
   平成２７年（2015 年）９月に環境、経

済、社会のバランスの取れたよりよい世
界を目指す、世界共通の持続可能な開発
目標、ＳＤＧｓが国連において採択され
ました。  

   「世界の変革」と「誰一人取り残さない」
を基本理念とし、１７ある目標の多くが
環境に関連しています。ＳＤＧｓは、環境
は人類の生存基盤であり、その上に持続
可能な経済社会活動が存在しているとい
う認識の下で、環境を基盤に持続可能な
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社会活動、経済活動を統合的に築くことを志向しています。ＳＤＧｓの１７の目標をウェディ
ングケーキで表したモデルでは、地球環境の基盤があることで、社会、経済が成り立っている
ことを説明しています。また、相互に関連する複数の目標を統合的に解決することを目指して
います。 

   国は平成３０年（2018 年）４月に閣議決定した「第五次環境基本計画」において、各地域が
地域資源を生かし、自立・分散型の社会を形成しつつ、近隣地域等と地域資源を補完し合い、
支え合う「地域循環共生圏」を提唱しています。環境・経済・社会の課題を統合的に解決する
ＳＤＧｓを地域で実践するビジョンと言われています。 

   自治体のＳＤＧｓに対する認知度や関心度は年々向上し、国が選定するＳＤＧｓ未来都市※

は令和３年度（2021 年度）には本県を含め１２４都市となっています。 
   平成２９年（2017 年）に日本経済団体連合会は、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０※の実現を通じた 
  ＳＤＧｓの達成を柱として、企業行動の規範である企業行動憲章の見直しを行うなど、企業に

おいてもＳＤＧｓの取組が広がっています。 
 
（２）気候変動を巡るパリ協定などの動き 

平成２７年（2015 年）１２月の国連気候変動枠組条約第２１回締約国会議（ＣＯＰ２１）に
おいて、令和２年（2020 年）以降の気候変動問題に関する国際的な枠組みである「パリ協定」
が採択されました。 

   パリ協定では、「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃よりも十分低く保つと
ともに、１．５℃に抑える努力を追求すること」を世界共通の長期目標とし、その目標達成の
ため、「今世紀後半に人為的な温室効果ガスの排出と吸収源による除去を均衡させること」を掲
げています。 

   令和３年（2021 年）８月に公表された、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）※の「第
６次評価報告書第Ⅰ作業部会報告書」では、産業革命前からの世界平均気温の上昇は既に約１℃
であり、今後２０年のうちに１．５℃上昇に達する可能性があると指摘しています。 

   令和３年（2021 年）1１月の国連気候変動枠組条約第２６回締約国会議（ＣＯＰ２６）では、
世界の平均気温の上昇を１．５度に抑える努力を追求することを決意するとの成果文書が採択
されました。 

 
（３）ＥＳＧ投資※等の動向 

環境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）・社会（Ｓｏｃｉａｌ）・企業統治（Ｇｏｖｅｒｎａｎｃｅ）
を重視するＥＳＧ投資など、企業の環境面への取組を投資の判断材料の一つとして捉える動き
が世界で拡大し、令和 2 年（2020 年）の世界のＥＳＧ投資総額は全体で３５兆３千億ドルと、
全運用資産９８兆４千億ドルの３５．９%を占めるに至っています。 

また、こうした動きなどとあいまって、ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）
に沿った投資家等の適切な投資判断を促すための情報開示やＳＢＴ（パリ協定が求める水準と
整合した５年〜１５年先を目標年として企業が設定する温室効果ガス※排出削減目標）、ＲＥ
１００※など脱炭素化に取り組む企業が世界で増加しています。 

国内のＥＳＧ投資残高は令和元年（2019 年）で約３兆ドル（336 兆円）と、直近 3 年間で約
６倍にまで拡大しています。 

 
（４）国内環境産業※の動向 

供給する製品・サービスが環境保護や資源管理に寄与する環境産業の国内の市場規模は、再
生可能エネルギー※などの地球温暖化対策分野の成長により、令和元年（2019 年）で約１１０
兆円であり、雇用規模も約２６８．８万人と過去最大になっています。 
 全産業に占める環境産業の市場規模の割合は、平成１２年（2000 年）の６．１％から令和
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元年（2019 年）には１０．５％まで増加し、環境産業が国の経済成長に与える影響は大きく
なっています。 

 
（５）デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）※の取組 

 近年、ＩＣＴ※（情報通信技術）はより進化しています。インターネット利用の増大と 
ＩｏＴ※（モノのインターネット）の普及により、様々な人・モノ・組織がネットワークにつ
ながるとともに、それに伴い、大量のデジタルデータ（ビッグデータ）の生成、収集、蓄積が
進みつつあります。こうしたデータのＡＩ※（人工知能）による分析結果を、業務処理の効率
化や予測精度の向上、最適なアドバイスの提供、効率的な機械の制御などに活用した取組が、
様々な分野で広がってきています。 

進化するデジタル技術により人々の生活をより良いものへと変革していくＤＸの取組はまだ
十分に浸透しているとは言えず、今後、強力に推進していくことが求められています。 

 
（６）所有形態や働き方の多様化 

所有形態や働き方の多様化が進んでいます。ＩｏＴ、ＡＩの活用により、従来製品として販
売していたものを、その製品の持つ機能に着目し、その機能の部分をサービスとして提供する
サービサイジング（例：製品のリース・レンタル、ＥＳＣＯ（Energy Service Company）事業）
や、その一形態であるシェアリングエコノミー（例：カーシェアリング、シェアサイクル）が
拡大しています。 

また、ＩＣＴの活用により、働く時間や場所に制約されない柔軟な働き方を可能とするテレ
ワーク※は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、その有用性と必要性が改めて認識さ
れ、企業におけるテレワークの導入状況は、令和元年（2019 年）の２０．２％から、令和 2 年
（2020 年）では４７．５％と急速に増加しています。  

 
３ 国内の環境分野の状況の変化 
（１）気候変動 
  わが国では、令和２年（2020 年）１１月に衆参両院で気候非常事態宣言が決議され、同年１２

月に国の成長戦略会議において、2050 年カーボンニュートラルに向けた成長戦略を盛り込ん
だ実行計画が取りまとめられました。 

   令和３年（2021 年）４月の気候サミットにおいて、日本は 2030 年度の温室効果ガスの排出
を 2013 年度比で４６％削減するとの目標を表明するなど、気候変動をめぐる動きは大きく加
速しています。令和３年（2021 年）５月には、「地球温暖化対策の推進に関する法律」が改正
され、2050 年までの脱炭素社会の実現を旨とする基本理念が明記されました。 

   そして、令和３年（2021 年）１０月には、第６次エネルギー基本計画及び地球温暖化対策計
画が閣議決定され、再生可能エネルギー導入量が大幅に引き上げられるとともに、令和３２年
度（2030 年度）４６％削減目標等に向けた対策・施策が示されました。 

   全国の温室効果ガス排出量は、令和元年度（2019 年度・確報値）は１２億１，２００万トン
（前年度比−２．９％、平成２５年度（2013 年度）比−１４．０％ 、平成１７年度（2005 年
度）比−１２．３％）で、平成２５年度（2013 年度）をピークに６年連続で減少しています。 

 
（２）資源循環 
   令和２年（2020 年）１１月に公表された循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の点検結果

によると、全国の一般廃棄物※の排出量は、長期的には順調に減少してきているものの、短期的
には減少量が少なくなってきており、更なる取組が必要となっています。また、一般廃棄物の
最終処分量は、長期的にも短期的にも目標達成に向け順調に減少してきていますが、 近年は
徐々に横ばいの傾向となってきており、今後も注視していく必要があります。一方、全国の産
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業廃棄物※の排出量及び最終処分量は、共に目標を既に達成しています。 
   なお、循環利用率については、近年は伸び悩んでおり、廃棄物の発生抑制に努めつつ、再生

資材の需要を生み出しながら、廃棄物の循環利用量の増大を図っていくことが必要です。 
   国は、資源の有限性、廃棄物の処分の制約、海洋プラスチックごみ問題、地球温暖化、アジ

ア各国による廃棄物の輸入規制等の幅広い課題に対応することを目的に、令和元年（2019 年）
にプラスチックの資源循環を総合的に推進するための戦略「プラスチック資源循環戦略」を策
定しました。令和３年（2021 年）６月には、循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行に
向け、多様な物品に使用されているプラスチックに関し包括的に資源循環体制を強化し、製品
の設計からプラスチック廃棄物の処理までに関わるあらゆる主体におけるプラスチック資源循
環等の取組（3R※+Renewable）を促進する「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法
律」が制定されました。令和元年（2019 年）に開催されたＧ２０大阪サミットでは、海洋プラ
スチックごみに関して令和３２年（2050 年）までに追加的な汚染をゼロにすることを目指す
「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が参加国首脳間で共有されました。 

   また、世界には栄養不足の状態にある人々が多数存在する中で、大量の食料を輸入しながら、
まだ食べることができる食品が大量に廃棄されている我が国の現状にかんがみ、食品ロス※の
問題に真摯に取り組むべく、令和元年（2019 年）１０月に「食品ロスの削減の推進に関する法
律」が制定されました。 

    
（３）みどり 
   国内の原生的な自然環境は一定の保全がされている一方で、里地里山※や都市部における自

然環境は十分に保全されているとは言えない状況です。都市部の住民が自然環境とふれあう貴
重な場となる「身近な緑」は、多様な生物の生息・生育環境の確保の観点からも、その保全が
ますます重要になっています。 

   森林の有する公益的機能※は、国土の保全や水源のかん養等、国民に広く恩恵を与えるととも
に、地球温暖化防止にも寄与するものであり、適切な森林の整備等を進めていくことは、国土
や国民の生命を守ることにつながります。一方、所有者や境界が不明である森林の増加、林業
の担い手不足等といった、適切な森林の整備に向けた大きな課題が顕在化しています。 

   こうした状況を踏まえつつ、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、平
成３１(2019)年３月に「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」が制定され、令和元年
度（2019 年度）から森林環境譲与税が都道府県及び市町村へ譲与されています。 

 
（４）生物多様性※ 
      生物多様性分野における令和２年（2020 年）までの世界目標である愛知目標では、令和３２

年（2050 年）までの長期ビジョン「自然と共生」及び２０の個別目標が掲げられました。その
目標達成に向け、各国が生物多様性の状況や取組の優先度などに応じて必要な国別目標を設定
し、「生物多様性国家戦略」の中に組み込み、取組を進めてきました。しかしながら、国連の報
告書「地球規模生物多様性概況（第５版）」によると、２０の個別の目標のうち完全に達成でき
たものはありませんでした。また、長期ビジョンの達成には、生物多様性の保全・再生に関す
る取組のあらゆるレベルへの拡大、気候変動対策の推進、生物多様性損失の要因への対応、生
産・消費様式の変革など様々な分野での行動を、個別に対応するのではなく連携させていくこ
とが必要であると指摘しています。これらを踏まえ、「生物多様性条約第１５回締約国会議 

  （ＣＯＰ１５）」の開催が予定されています。 
   国内においては、国家戦略 2012-2020 で生物多様性の認知度（７５％）などが目標に設定さ

れていますが、令和元年度（2019 年度）現在、認知度は５１．８％であり、生物多様性が十分
に社会に浸透しているとは言えない状況です。また、全国の絶滅危惧種は増加傾向にあり、依
然として、野生生物は厳しい状況下にあります。 
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（５）水環境 
   全国的にみると、令和元年度（2019 年度）における生活環境項目（ＢＯＤ※・ＣＯＤ※）の環

境基準※達成率は、河川は９４．１％、湖沼は５０．０％、海域は８０．５％、全体では 
  ８９．２％となっており、河川についてはほとんどの地点で環境基準を達成しています。 
   また、全国の汚水処理人口普及率は、令和２年度（2020 年度）末で９２．１％となりました。

生活雑排水を処理しない単独処理浄化槽が全国的にも多く残存していること、法定検査の受検
率が４０％と低いことから、単独処理浄化槽から生活雑排水も処理する合併処理浄化槽※への
早急な転換と維持管理の適正化を図るため、令和元年（2019 年）６月に浄化槽法が改正され、
令和２年（2020 年）４月から施行されています。 
 

（６）大気環境 
   全国の微小粒子状物質（ＰＭ２．５）※の全測定局の年平均値は、平成２５年度（2013 年度）

以降緩やかに改善が進み、令和２年度（2020 年度）に初めて首都圏（一都三県）全域で環境基
準を達成しました。 

   一方 、光化学スモッグ※の発生原因となる光化学オキシダント※の環境基準達成率は、全国的
に極めて低い水準であり、令和元年度（2019 年度）は、一般局０．２％、自排局０％でした。 

   また、国の試算では、石綿※含有建材を使用した建築物等の解体工事の件数は、令和１０年
（2028 年）にピークを迎えるとされています。このため、石綿の環境中への飛散防止を目的と
して、令和２年（2020 年）６月に大気汚染防止法が改正され、建築物等の解体工事への対策が
強化されました。 
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第３章 長期的な目標 
 健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、環境への負荷の少ない持続的に発展できる社会の構築に向
け、２１世紀半ばを展望した３つの長期的な目標を掲げます。 
 
１ 温室効果ガス排出実質ゼロとする脱炭素社会、持続的な資源利用を可能とする循環型社会づく

り 
  再生可能エネルギーの利用、エネルギーの効率的な活用、省エネルギー化が進み、温室効果ガ

スの人為的排出と吸収を均衡（カーボンニュートラル）させた脱炭素型の社会が実現していると
ともに気候変動の影響に適応しています。 

  資源を有効に使って無駄にしないという意識がしっかりと根付き、資源の循環利用が進み、で
きるだけ少ない資源で必要とされる豊かさが生み出される社会となっています。 

 
２ 安心、安全な生活環境と生物の多様性が確保された自然共生社会づくり 
  地域の環境を保全するための取組が一層進み、安心して暮らせる安全な生活環境が確保されて

います。 
  みどりと川は地域により守り育み活用されることで多様な生態系※を形成しており、人々がそ

の豊かな恵みを享受し、自然と共生し暮らしています。 
 
３ あらゆる主体の参画による持続可能な社会構築のための産業・地域・人づくり 
  環境科学・技術の振興、環境と経済の好循環が図られるとともに、再生可能エネルギーや豊か

な自然環境などの地域資源を活用した地域づくりの取組が広がっています。 
  行政、事業者、民間団体、県民等の各主体が脱炭素・循環型・自然共生社会の実現に向けて率

先して行動するとともに、各主体間の連携が進み、一体となって取組が推進されています。 
  これらにより、環境・経済・社会的課題の統合的な解決が図られ、持続可能な社会が形成され

ています。 
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第４章 施策展開の基本的な考え方 
 環境施策の展開においては、環境は人類の生存基盤であり、その上に持続可能な経済社会活動が
存在しているという観点を強く意識し、以下の６点を施策展開の基本的な考え方とします。 
 
１ 様々な環境問題の統合的解決 
  環境施策の展開において、気候変動、資源循環、生物多様性など、それぞれの分野ごとに個々

の環境問題の解決に取り組むことはもとより、統合的に解決するという視点が求められます。 
  気候変動対策が、種の存続に必要な生育環境の維持など生物多様性の保全にもつながる、プラ

スチックごみの削減は海洋プラスチックごみによる生態系への影響を少なくするとともに、廃棄
物処理の過程で発生する二酸化炭素排出量の削減にもつながる等、個々の環境問題は相互に関連
していることから、その影響を多面的に捉える必要があります。 

 
２ 環境・経済・社会の諸課題の統合的解決 
  本県では、部局横断かつ官民連携による全県的なＳＤＧｓ推進体制を構築し、「ワンチーム埼

玉」でＳＤＧｓ達成に向けた取組を推進しています。 
  ＳＤＧｓの１７の目標のうち環境と特に関わりが深い目標の達成はもとより、経済・社会の諸

課題も含めた統合的な解決にもつなげていくことが求められます。 
  ＳＤＧｓの理念に沿い環境・経済・社会に関わる諸課題の解決に向けて統合的に取り組むこと

は、持続可能な地域づくりに貢献し、地域創生の推進につながるものでもあり、環境と経済の好
循環にもつながるものです。 

  また、生態系の持つ機能を積極的に活用し、災害に強くかつ自然と調和した持続可能な社会を
形成するグリーンインフラ※や生態系を活用した防災・減災（Ｅｃｏ−ＤＲＲ）のように、環境問
題を解決するとともに、防災機能も併せて発揮するような取組にも留意していく必要があります。 

 
３ 地域社会の持続可能性の向上 
  人口減少・少子高齢化の進行、社会資本の老朽化や自然災害の頻発などを踏まえ、高齢者にも

暮らしやすい健康・快適な生活を確保すること、子育て世代などの若年層にも魅力的なまちにす
ること、財政面・経済面で持続可能な自治体経営を可能とすること、災害に強いまちづくりを推
進することなどが求められています。 

  環境分野においても、人口減少、少子高齢化の影響を見極め、ごみ出しの支援を高齢者の見守
りにつなげる等、人々の暮らしを支える地域社会の持続可能性を向上させるという視点も併せて、
施策を展開していく必要があります。 

  また、各地域が自然環境等の地域資源を最大限に生かして自立・分散型の社会を形成しつつ、
地域の特性に応じて近隣地域等と補完し支え合いながら、農山村も都市も生かす持続可能な地域
社会の創造を目指すことが求められています。 

  こうしたことを踏まえ、誰一人取り残さない「日本一暮らしやすい埼玉」の実現に向け、将来
を見据えた持続可能なまちづくり（「埼玉版スーパー・シティプロジェクト※」等）を市町村と共
に進めていくことが重要です。 

   
４ 地球規模の影響を意識した地域からの行動 
  地球温暖化の主な原因である二酸化炭素は人々の生活や企業の経済活動から日常的に発生して

います。 
  また、我が国の経済・社会システムが海外から多くの資源を輸入することで成り立っており、

大規模に資源が採取されることで、世界の生物多様性に大きな影響を与えています。 
  近年注目されている問題の一つである食品ロスについても、我が国は多くの食料を海外から輸

入している一方で、国内で世界全体の食料援助量の約１．６倍の食品ロスが発生しているとの推
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計もあり、国内での取組を進めることは、世界全体への貢献であるとも言えます。 
  また、世界的な課題となっている海洋プラスチック問題の原因の一つは、日常生活から発生す

るプラスチックごみです。 
  我が国での日常生活や企業活動が地球規模の環境問題の原因の一つとなっており、世界的にも

影響を与えていることを十分に意識し、地域から行動していく必要があります。 
 
５ 先進技術の活用、変化を捉えた意識や行動の変革 
  ＩｏＴ、ロボット、人工知能（ＡＩ)、ビッグデータ、ドローンといったデジタル技術の活用に

よる社会的課題の解決に向けた様々な取組が期待されています。デジタル技術の徹底的な活用や
デジタルインフラなどの戦略的な構築を進め、そこに新しい価値を生み出す変革、いわゆるデジ
タルトランスフォーメーション（ＤＸ）が求められています。 

  環境分野においても、ＩｏＴ技術を活用したエネルギーマネジメントなど先進的なデジタル技
術を活用していく必要があります。 

  また、ＥＳＧ投資の拡大や脱炭素化を経営に取り込む企業の増加、シェアリングエコノミーの
広がり、テレワークの拡大等、環境保全につながるビジネススタイル、働き方やライフスタイル
の変化の動きも見られます。 

  企業や人々の意識、行動の変化を的確に捉え、社会経済活動がより環境の保全を意識したもの
となるよう、企業や人々に働き掛けていく必要があります。 

 
６ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた対応 
  新型コロナウイルス感染症への対応として、テレワークやウェブ会議が急拡大してきています。

こうした動きは、移動に伴う二酸化炭素排出量の削減にもつながり、このような感染症対策が環
境対策にもなるような取組を、より一層進めていく必要があります。 

  一方で、在宅勤務による住宅の空調・照明等のエネルギー消費量の増加、公共交通機関から自
家用車への通勤シフト、さらには衛生目的での使い捨てマスク等のプラスチック製品の使用の増
加など、環境への負荷の増大といった側面もあります。 

  省エネ設備や電動車の更なる導入やプラスチック代替製品の使用の促進などにより、感染症対
策と環境対策の両立を図っていく必要があります。 

  新型コロナウイルスの感染拡大で冷え込んだ経済の復興と、気候変動など環境問題の解決を同
時にめざす「グリーン・リカバリー※」(持続可能な経済復興)という観点も重要となっています。 
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第５章 実施施策 
 
○計画の全体像 

長
期
的
な
目
標 

 １ 温室効果ガス排出実質ゼロとする脱炭素
社会、持続的な資源利用を可能とする循環型
社会づくり 

 ２ 安心、安全な生活環境と生物の多様性が確保
された自然共生社会づくり 

   

３ あらゆる主体の参画による持続可能な社会構築のための産業・地域・人づくり 

   

施
策
展
開
の 

 

基
本
的
な
考
え
方 

 １ 様々な環境問題の統合的解決 
２ 環境・経済・社会の諸課題の統合的解決 
３ 地域社会の持続可能性の向上 
４ 地球規模の影響を意識した地域からの行動 
５ 先進技術の活用、変化を捉えた意識や行動の変革 
６ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた対応 

    

施 
策 

の 

方 

向 

１ 気候変動対策の推進 

 
 

 
 

 
 

    
 

 
 

 
２ 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進 

 
 

 
 

 
 

      
 

 
３ みどりの保全と創出 

 
 

  
   

  
 

 
 

 
４ 生物多様性と生態系の保全 

  
  

   
 
 

   
 

 
５ 恵み豊かな川との共生と水環境の保全 

 
   

   
  

 
  

 
 

６ 安全な大気環境や身近な生活環境の保全 

 
  

    
  

   
  

７ 経済との好循環や環境科学・技術の振興 

 
   

 
    

 
 
 

 
８ 地域資源の活用や交流・連携による地域づくり・人づくり 
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施策の方向１ 気候変動対策の推進  

（１）現状と課題 
本県では、これまでにも、「目標設定型排出量取引制度※」などの先進的な取組を進めてきてお

り、令和２年（2020 年）３月には「埼玉県地球温暖化対策実行計画（第２期）」を策定したとこ
ろです。 

本県の温室効果ガス排出量は、平成３０年度（2018 年度）には平成２５年度（2013 年度）比
１２．１％減となっていますが、令和３２年（2050 年）までの脱炭素社会の実現を旨とした「地
球温暖化対策の推進に関する法律」の改正を受け、より一層の削減が求められる状況となってい
ます。 

本県の再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは限定的であり、太陽光発電については一定程
度導入が進んでいるものの、これまでのエネルギー供給体制を更に変えていかなければ、温室効
果ガスをより一層削減し、地球温暖化の進行を止めることは困難です。また、災害の激甚化など
によりエネルギー供給の途絶が長期化するおそれも高まっています。 

そのため、地域の特性を踏まえた再生可能エネルギー、コージェネレーションシステム※、燃料
電池※等を活用した多様なエネルギー供給と蓄電池等を組み合わせたエネルギーの地産地消※に
よる効率的な活用を進め、脱炭素化や災害時におけるエネルギー供給の確保を図る必要がありま
す。 

また、「目標設定型排出量取引制度」などにより、産業・業務部門の削減をより一層促進すると
ともに、運輸部門や家庭部門における削減もこれまで以上に促進する必要があります。 

さらに、本県では、地球温暖化に加え、首都圏のヒートアイランド現象※の影響により、日本の
平均と比べて気温の上昇幅が大きくなっています。また、内陸に位置し、フェーン現象の影響を
受けやすいため、夏季日中の最高気温が高くなる傾向にあります。こうした状況を踏まえ、平成
３０年（2018 年）１２月の気候変動適応法の施行に合わせて、環境科学国際センターを県の地域
気候変動適応センターに位置付けました。また、令和３年（2021 年）７月現在で６市の地域気候
変動適応センターを各市と県で共同設置するなど、市町村を支援しつつ地域における適応策を進
めています。 

 
（２）長期的な目標に向けた方向性 

脱炭素社会の実現及び気候変動に適応した持続可能な社会の実現に向け、産業、業務、家庭、
運輸の各部門で省エネルギー化が進み、温室効果ガスの排出量が着実に減少しています。 

地球の気候の現状や将来予測に関する県民や事業者の理解が深まり、県民が環境に優しいライ
フスタイルを実践するとともに、事業者も環境への負荷を低減した事業活動を展開しています。 

県民生活は、快晴日数日本一、戸建て住宅数が全国２位という本県の強みを生かし、住宅の太
陽光発電設備等や蓄電池の導入が進み、再生可能エネルギーの利用が促進されるとともにレジリ
エンス※の強化が図られています。 

事業者の脱炭素に向けた意識が高まり、事業活動の省エネルギー化はもとより、太陽光や風力
で発電した電力の購入等、再生可能エネルギーの利用による脱炭素化に積極的に取り組んでいま
す。 

また、地域の住民の安心・安全、生物多様性などが損なわれないよう十分配慮され、地域の実
情に応じた太陽光発電の設置が進んでいます。 

 
（３）今後の施策と主な取組  
 
（ⅰ）再生可能エネルギーの普及拡大 
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 ♢太陽光やバイオマス※、地中熱などの再生可能エネルギーの普及拡大 
  「快晴日数日本一」という本県の特長を生かした太陽光をはじめ、食品廃棄物、間伐材、下水

汚泥※などのバイオマス資源や地中熱など、地域の実情に応じた再生可能エネルギーの有効利用
を推進します。 

 
 ♢再生可能エネルギー施設の適切な設置・管理 
  地域の住民の安心・安全、生物多様性などが損なわれないよう十分配慮された再生可能エネル

ギー施設の設置・管理を推進します。 
  特に太陽光発電施設については、事業者による適正な設置・管理の確保に向けて、市町村に対

する技術的な助言や職員への研修を実施するとともに、災害リスクなどが懸念される施設につい
て実態調査を行い、国、市町村と情報を共有し、連携して適切な対応に努めます。 

 
 ♢非化石証書※の活用による再生可能エネルギーの地産地消の推進（新規） 
  県内で生み出された再生可能エネルギーの環境価値を県内事業者に供給するため、非化石証書

を活用した「彩の国ふるさとでんき（埼玉県産ＣＯ２オフセット電力メニュー）※」等により再生
可能エネルギーの地産地消を推進します。 

 
 ♢災害時に活用可能な太陽光発電設備などの導入支援（拡充） 
  災害時に非常用電源として活用可能な太陽光発電設備などの導入を支援します。また、太陽光

発電と組み合わせた蓄電池の導入を支援し、住宅や公的施設の脱炭素化と災害対応力の強化を推
進します。 

 
 ♢（関連取組）下水汚泥の活用、一般廃棄物処理施設の熱回収の促進、バイオマスの利用促進（後

出） 
 
（ⅱ）エネルギーの効率的な利用の推進 
 
 ♢コージェネレーションシステムや燃料電池の導入の促進 
  家庭用燃料電池※等の導入を支援し、家庭の省エネルギー化と住宅のレジリエンス強化を図り

ます。また、コージェネレーションシステムを導入する事業者を支援します。 
 
 ♢ＩoＴ技術を活用した分散型エネルギー※の効率的な利用の推進（新規） 
  太陽光発電と蓄電池を組み合わせるなど、地域における分散型エネルギーの効率的な利用が図

られるよう、ＩoＴや新技術を活用したエネルギーマネジメントを推進します。また多くのエネル
ギーを使用している企業などに、バーチャルパワープラント（ＶＰＰ）※技術などの活用によるア
グリゲーター※を介したディマンドリスポンス（ＤＲ）※への参加を促し、省エネルギー化やエネ
ルギーコストの低減を図ります。 

 
  ♢（関連取組）「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」の推進による持続可能なまちづくり（新

規）（後出） 
 
（ⅲ）産業・業務部門における温室効果ガス排出削減対策の推進 
 
 ♢「地球温暖化対策計画制度」の円滑な運用 
  埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づき、一定規模以上の事業者を対象に、温暖化対策の計画

書の提出、実施状況の報告・公表等を行う「地球温暖化対策計画制度」を推進します。 
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 ♢「目標設定型排出量取引制度」の推進 
  エネルギー消費の大きい事業所を対象に、ＣＯ2の排出削減目標を設定し、事業所自ら排出削減

を進めるとともに、他の事業所の排出削減量や森林吸収量の活用、再生可能エネルギーの利用な
どにより排出削減目標の達成を求める「目標設定型排出量取引制度」を推進し、対象事業所にお
けるＣＯ2排出削減の取組を促進します。 

 
 ♢事業活動における省エネルギー対策など脱炭素化に向けた取組の促進 
  中小企業等から排出されるＣＯ2 を効率的に削減するため、省エネルギー設備や再生可能エネ

ルギー設備の導入に対する支援や省エネルギー診断の実施などを行い、事業活動における省エネ
ルギー対策を促進します。 

  また、ＩoＴ等を活用したエネルギーマネジメントを推進し、中小企業等の効率的なエネルギー
利用を促進します。 

  あわせて、ＥＳＧ金融の活用促進など、中小企業等の脱炭素化に向けた取組を支援します。 
 
 ♢「建築物環境配慮制度」の運用などによる低炭素建築物の普及拡大 
  建築物の省エネルギー化など建築物における総合的な環境配慮の取組を促すため、「埼玉県建

築物環境配慮制度」を推進し、低炭素型の建築物などが正しく評価され、優良なストックとして
蓄積されるよう取り組みます。また、市街化区域等における低炭素建築物新築等計画の認定等に
より、省エネルギー性能の高い建築物の普及を促進します。 

 
 ♢（関連取組）食品ロスの削減（後出） 
 ♢（関連取組）プラスチック資源の循環的利用の推進（後出） 
 
（ⅳ）家庭部門におけるライフスタイルの転換 
 
 ♢住宅の省エネルギー対策の実施 
  家庭用燃料電池などの住宅用省エネルギー設備の導入や省エネルギー型家電への買い替えを支

援するなど、住宅の省エネルギー対策を促進します。 
  また、環境に配慮した住宅の普及を支援するとともに、全ての新築住宅・建築物に対する省エ

ネ基準適合義務化を見据え、「住宅性能表示制度」の活用やＺＥＨ※など省エネルギー性能の高い
住宅の普及を促進します。 

 
 ♢脱炭素社会の実現に向けたライフスタイルへの転換 
  スマートメーターなどにより得られたデータの活用や、環境配慮行動に付与されるポイントな

どを活用し、省エネ・省資源に対する意識の醸成・定着、行動の実践といった、脱炭素社会の実
現に向けた生活スタイルへの転換を促進します。 

  また、エコライフＤＡＹ※、ライフスタイルキャンペーン※、家庭の省エネ相談会といった家庭
向け普及啓発活動を実施します。 

 
 ♢脱炭素社会の実現に向けた環境学習の推進 
  将来の脱炭素社会の担い手となる子供たちを対象とした環境学習を、地球温暖化対策教育副読

本の活用促進等により推進します。 
  また、地球温暖化防止活動推進員※の能力向上に資する研修を実施し、その活動を支援します。 
 
 ♢（関連取組）ゴミを減らすライフスタイルの普及促進（後出） 
 ♢（関連取組）食品ロスの削減（後出） 
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 ♢（関連取組）プラスチック資源の循環的利用の推進（後出） 
 
（ⅴ）運輸部門における環境配慮の推進 
 
 ♢ＥＶ・ＰＨＶ・ＦＣＶ※など電動車の普及促進（拡充） 
  自動車を多数使用する事業者に対し電動車の導入を働き掛けるとともに、県・市町村の率先導

入を進めます。また、県民に向け普及啓発活動等を通じて、電動車の魅力を発信します。さらに、
九都県市※等と連携して自動車メーカーに車種の拡充を働き掛けます。 

  
 ♢運輸・物流の低炭素化の推進 
  一定台数以上の自動車を使用する事業者に対しＣＯ2 の排出量や低燃費車の導入等について、

目標設定と報告を求めるとともに、大規模荷主や大規模集客施設、自家用自動車通勤者が多い事
業所に対し、エコドライブなどの適正運転の実施、公共交通機関の利用やカーシェアリングの導
入など、自動車から排出されるＣＯ2排出量の削減に向けた実施方針の提出を求め、事業者の取組
を促進します。 

  また、物流拠点の集約化や適地への立地等による配送ネットワークの合理化を促進するともに、
海上コンテナのラウンドユースの取組を支援し、流通業務の総合化、効率化に取り組みます。 

 
 ♢自家用車から公共交通への利用転換や自転車活用の推進 
  バスの走行環境改善等を行うことにより、公共交通機関への利用転換を促進します。 
  自転車レーンの設置など、自転車が安全に走行できる自転車通行空間の整備を推進するととも

に、市町村が実施する自転車通行空間の整備やシェアサイクルの導入などの取組を支援します。 
 
 ♢バイパス整備、交差点改良などによる交通渋滞の緩和 

バイパスの整備及び交差点や踏切の改良、立体化などを進め、交通渋滞の緩和を図ることで、
自動車交通による環境負荷を低減します。 

  
 ♢（関連取組）ディーゼル車運行規制の実施やアイドリングストップ※の指導（後出）  
 
（ⅵ）ＣＯ２以外の温室効果ガス対策と吸収源対策の推進 
 
 ♢フロン類※の適正管理の指導・啓発 
  二酸化炭素を上回る高い温室効果を持つフロン類について、使用時の漏えいの防止や回収後の

適正な破壊、再生を促すため、第一種フロン類充填回収業者などへの指導を行います。 
 
 ♢フロン類のモニタリング調査 
  冷媒として使われているフロン類は、オゾン層※破壊の原因にもなることから、県内の大気環境

中の濃度を調査し、長期的な傾向の把握及び対策の評価を行います。 
  
 ♢ＣＯ２の吸収・貯蔵機能の向上を図る森林の整備 
  ＣＯ2を吸収し、炭素を貯蔵する機能を持続的に発揮させるため、間伐や伐採後の再造林などの

森林整備を推進します。さらに、炭素を長期間貯蔵し続けることができるように木材利用を促進
します。また、企業・団体が実施する森林整備活動によるＣＯ2吸収量を認証し、社会全体で森林
を守り育てる意識の醸成を図ります。 

  ♢（関連取組）水源かん養機能の発揮や生態系に配慮した森林の整備・保全（後出） 
  ♢（関連取組）県産木材の利用促進・率先活用（後出） 
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 ♢ＣＯ2吸収源につながる身近な緑の保全・創出 
  地域制緑地の指定や公有地化など身近な緑の保全を図るとともに、市町村、民間施設所有者が

行う施設緑化に対する支援や「緑化計画届出制度」の推進など都市部等の緑化を進めることによ
り、身近な緑に囲まれたゆとりある地域の形成を図り、ＣＯ2吸収量の増加やヒートアイランド現
象の緩和に取り組みます。 

  ♢（関連取組）特別緑地保全地区など地域制緑地の指定（後出） 
  ♢（関連取組）公有地化の推進（後出） 
  ♢（関連取組）「ふるさとの緑の景観地」の指定・維持管理（後出） 
  ♢（関連取組）身近な緑を保全・創出する公園整備（後出） 
  ♢（関連取組）県有施設などの身近な場所の緑化（後出） 
  ♢（関連取組）「緑化計画届出制度」の適切な運用（後出） 
  ♢（関連取組）みどりを守り創る活動の支援と促進（後出） 
  ♢（関連取組）「さいたま緑のトラスト運動」の推進（後出） 
 
（ⅶ）県の率先実行 
 
 ♢県有施設における脱炭素化の推進 
  エネルギー効率の良い空調設備やＬＥＤ照明、節水器具の導入等により、県有施設のエコオフ

ィス化を率先して進めます。 
  また、県有施設の新築・改築、大規模改修に当たっては、ＺＥＢ※化やＢＥＭＳ※の導入等を検

討するとともに、施設の特性や立地状況、費用対効果等を考慮し、太陽光発電設備等を設置する
など、県有施設における脱炭素化を進めます。 

 
 ♢上下水道事業における環境配慮の推進 
  浄水場の取送水や水処理過程における省エネルギー型機器の導入や設備の効率的な運転により

上水道及び工業用水道の省エネルギーの取組を推進します。流域下水道においては、高温焼却の
実施や、省エネ機器の導入、不明水対策の推進など、環境に配慮した整備を進めます。 

  また、下水処理施設における消化タンクの築造等により、下水汚泥の処理工程で発生するバイ
オガスや熱エネルギーを焼却燃料や発電に利用します。 

 
 ♢電動車の率先導入 
  「埼玉県公用車グリーン導入指針」に基づき、公用車は電動車を率先して調達し、災害時には

避難所等の電源として電動車の活用を図ります。 
 
 ♢（関連取組）県の率先行動やグリーン購入などの推進（後出） 
 
（ⅷ）気候変動への適応策の推進 
 
 ♢気候変動の影響の評価、情報収集と情報提供（拡充） 
  既に現れている気候変動の影響に加え、長期的に避けることができない影響に対して、気候の

モニタリング、気候変動の将来予測、予測される影響の評価を実施します。 
  埼玉県気候変動適応センターでは、市町村と連携の上、気候変動影響及び気候変動適応に関す

る情報を収集し、ホームページ等を通じて情報提供を行います。 
 
 ♢農業分野や自然災害分野などにおける適応策の推進 
  農業分野における高温障害を軽減する農作物栽培技術や家畜飼育技術の開発などや、自然災害
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分野における気候変動による水害リスクに備え、あらゆる関係者が協働してハード対策とソフト
対策の両面から災害を軽減させる「流域治水※」の推進など各分野で適応策を推進します。 

 
 ♢ヒートアイランド対策や暑さ対策の推進 
  工場やオフィスからの人工排熱を低減するため、中小企業等の断熱や遮熱対策を支援します。 
  また、人工排熱の可視化等の研究を進めるとともに、打ち水や日傘の使用について、民間事業

者等と連携した普及啓発を行い、暑さ対策として効果的な注意喚起を行います。 
  ♢（関連取組）ＣＯ2吸収源につながる身近な緑の保全・創出 
 
□施策指標 

 

 

  

温室効果ガスの排出量削減率    １２％   ➡  ２４％以上＊ 

（平成３０年度） （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 県全体の温室効果ガス排出量の削減率（平
成25 年度（2013 年度）比）。 
 県民や事業者などによる地球温暖化対策の
成果を示す数値であることから、この指標を
選定。 

目
標
の
根
拠 

 令和32 年（2050 年）までの脱炭素社会の実現
を旨とした「地球温暖化対策の推進に関する法
律」の改正を踏まえ、目標値を設定。 
＊国の「地球温暖化対策計画」改定後、本環境基
本計画期間中に目標値を再設定。 

新車（乗用車）販売台数における 
電動車の割合 

３９．９％  ➡ ５６．０％ 
（令和元年）   （令和８年） 

指
標
の
説
明 

 乗用車の新車販売における電動車（ハイブ
リッド自動車、プラグインハイブリッド自動
車、電気自動車及び燃料電池自動車）の割合。 
 従来車からＣＯ２の排出が少ない電動車へ
の転換状況を示す数値であることから、この
指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 国の「グリーン成長戦略」の目標（2030 年代半
ばまでに、乗用車新車販売で電動車100%を実現）
を踏まえ、令和17 年（2035 年）までに電動車の
割合100％を達成することを目指し、目標値を設
定。 
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施策の方向２ 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進 

（１）現状と課題 
県内の一般廃棄物の排出量は長期的には減少傾向でしたが、令和元年度（2019 年度）は２３３

万ｔで、平成３０年度（2018 年度）に引き続き前年度より増加しました。近年は下げ止まりから
微増傾向となっており、ごみを減らすライフスタイルの定着について更なる促進が必要です。 

令和元年度（2019 年度）の県内の産業廃棄物の発生量及び最終処分量は、それぞれ 
約１，２２６万ｔ及び約１９万ｔで、いずれも前年度から増加しました。今後も、高度成長期に
造られた建築物の老朽化による建設系廃棄物の発生や「固定価格買取制度（ＦＩＴ）」開始以降に
普及した太陽光発電の使用済みパネルの排出も見込まれます。発生量の抑制や減量化とともに、
最終処分量の更なる低減を図るため、より一層の分別の徹底やリサイクル化とともに、下水汚泥
を資源としたガス発電など廃棄物の持つエネルギーの有効活用も進める必要があります。 

また、家庭系、事業系の食品ロスが平成３０年度（2018 年度）には、推計で２６．６万ｔ発生
しているため、食品ロスの発生を抑制し、それらを地域で活用する取組が求められます。 

さらに、近年、海洋汚染の要因として問題となっているプラスチックごみについては、「３Ｒ＋
Renewable（持続可能な資源）」の取組を進めていく必要があります。 

  本県の産業廃棄物の不法投棄は、平成２７年度（2015 年度）から令和元年度（2019 年度）ま
での５年間で、小規模な案件が中心となっているものの、認知件数は増加傾向にあります。排出
事業者への指導強化、廃棄物処理業者の監視・指導を徹底していくことが必要です。 

  近年、自然災害が頻発化・激甚化し、多量の災害廃棄物が発生しています。国、県、市町村及
び関係事業者等が広域的に連携して災害廃棄物を迅速かつ円滑に処理する体制を構築するととも
に、災害発生時に廃棄物処理施設が地域のレジリエンス強化に貢献できるよう施設整備を推進す
ることが必要です。 

  加えて、生産年齢人口の減少に対応するため、廃棄物処理事業者は、廃棄物処理業界のイメー
ジアップ等による人材の確保や、ＡＩ・ＩoＴの導入による作業の効率化を促進する必要がありま
す。 

 
（２）長期的な目標に向けた方向性 

県民生活や事業活動をはじめ、地域社会の中で３Ｒが徹底され、物を有効に使って無駄にしな
いという意識がより浸透し、限られた天然資源が効率的に活用され、将来の世代がその恩恵を受
けられるような仕組みが構築されています。 

使用済の資源が適正に分別され、再生利用可能なものはリサイクルされるとともに、廃棄物の
発生も抑制され、不法投棄などがない適正な廃棄物の処理が行われています。また、災害発生時
においても迅速かつ適正に廃棄物が処理されています。 

 
（３）今後の施策と主な取組 
 
（ⅰ）３Ｒの推進 
 
 ♢ごみを減らすライフスタイルの普及促進 
  家庭からのごみの排出量削減のため、県民一人ひとりがごみの排出を抑制するための工夫や実

践を行うよう、企業や市町村と連携して３Ｒ講座を積極的に開催するとともにホームページやイ
ベント等様々な機会を捉え、普及啓発を行います。 

  また、家庭からのごみの排出量削減に向け市町村や関係機関などが各々取り組む先進的事例を
収集し、市町村にフィードバックするなど、市町村の取組を支援します。 
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 ♢食品ロス削減の促進（拡充） 
  県民一人ひとりが食品ロス削減の必要性について、十分に理解を深められるよう講座やイベン

トの実施等により啓発を行います。また、事業活動に伴い発生する期限切れ間近の食品や家庭で
余っている食品について、それらを必要な方に提供する活動を行う団体と連携してフードドライ
ブを実施するなど、積極的な活用を図ります。 

  
 ♢県の率先行動と市町村支援 
  備品や消耗品の再利用、ペーパレス化によるごみの削減などによりエコオフィス化を推進しま

す。また、リサイクル製品などの環境に配慮したものを優先的に購入する「グリーン購入※」を率
先して進め、調達率の向上に努めるとともに、市町村にも協力を呼び掛けます。 

 
 ♢（関連取組）脱炭素社会の実現に向けたライフスタイルへの転換（再掲） 
 ♢（関連取組）県の率先行動やグリーン購入などの推進（後出） 
 
（ⅱ）廃棄物及び廃棄物エネルギーの有効活用の推進 
 
 ♢プラスチック資源の循環的利用の推進（新規） 
  プラスチック製品加工業者と再資源化事業者などによる意見交換を進め、プラスチックの回収

とリサイクルのための仕組みづくりを行います。 
  家庭から排出されるプラスチックごみの分別回収が進んでいない市町村等に対し、分別回収実

施に向けた技術的支援を行います。 
  プラスチックの循環的利用を進めるため、事業者による店頭での分別回収等の取組を支援しま

す。また、事業活動に伴って廃棄物として排出されるプラスチックの実態を把握し、より高度な
リサイクルに向けての枠組みづくりを促進します。 

 
 ♢リサイクル製品の認定 
  主に県内で発生する廃棄物を原材料に用いた製品で安全性や品質などの基準を満たしたものを

県が認定する「彩の国リサイクル製品認定制度※」を分かりやすく広報し、リサイクル資材の普及
拡大とリサイクル産業の育成を図ります。 

 
 ♢「彩の国資源循環工場※」の適切な運営管理 
  民間の有する技術力・経済力と公共の有する計画性・信頼性を生かした「彩の国資源循環工場」

を適切に監理・運営し、公害防止はもとより廃棄物を資源とする製品開発やエネルギーの回収な
ども促進します。 

 
 ♢下水汚泥の活用、一般廃棄物処理施設の熱回収の促進、バイオマスの利用促進 
  下水処理場から発生する汚泥の持つエネルギーをバイオガス発電、固形燃料の製造、焼却廃熱

発電により活用します。 
  市町村等に対する技術的助言等により、一般廃棄物処理施設における熱回収を強化し、地域の

エネルギーセンターとしての活用を促進します。 
  研修会等を通じた普及啓発、関係事業者による利活用システム構築に向けた取組の支援等を行

い、農山村の多様なバイオマスの利活用を促進します。 
  
 ♢浄水発生土※のセメント原料化など再資源化の促進 
  浄水場における河川水の浄水処理過程で発生する浄水発生土について、セメント原料や園芸用

土、グラウンド用土等として再利用することにより、再資源化と最終処分量の削減を促進します。 
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 ♢太陽光パネルのリユース・リサイクルの推進（拡充） 
  太陽光パネルのリユース・リサイクル体制を確立するため「埼玉県太陽電池モジュールリサイ

クル協議会」を設置し、官民連携のもと効率的な回収ルートの構築や高度リサイクル施設の整備
支援、使用可能なリユース品やガラス等の再生品の需要創出に取り組みます。 

 
 ♢各種リサイクル法の的確な運用 
  廃棄物の減量化及び適正処理を推進するため、容器包装、家電、食品、建設、自動車、小型家

電など各種リサイクル法の的確な運用に向け、普及啓発や情報提供、排出事業者指導等を行いま
す。 

 
 ♢（関連取組）太陽光やバイオマス、地中熱などの再生可能エネルギーの普及拡大（再掲） 
 
（ⅲ）廃棄物の適正処理の推進 
 
 ♢廃棄物の排出事業者・処理業者への指導強化及び適切な行政処分の実施 

近年、事業系一般廃棄物の排出量は微増傾向となっており、産業廃棄物の混入も一部で確認さ
れているため、ごみの削減、分別の徹底及びリサイクルの取組について、市町村等と協働した事
業所への立入指導、関係団体と連携した排出事業者への働き掛けを行います。 

また、排出事業者への立入調査及び普及啓発、不適正処理事案での廃棄物処理業者等へ強力な
指導、告発も視野に入れた適切な行政処分により、廃棄物の減量化及び適正処理を促進します。 

 
 ♢不法投棄の未然防止・早期発見・早期対応の徹底 

不法投棄多発箇所の監視強化、ドローンによる不法堆積場所の継続監視、廃棄物不法投棄 
１１０番の運営及び市町村、国、警察との連携協力体制の確保等により、不法投棄の未然防止・
早期発見・早期対応に取り組みます。 

 
 ♢ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）の適正処理 

ＰＣＢ特別措置法により処理期限が定められているＰＣＢ廃棄物※については、「埼玉県ポリ塩
化ビフェニル廃棄物処理計画」により実施した調査等の結果に基づき、期限内の適正かつ確実な
処理を推進します。 

 
 ♢石綿廃棄物の適正処理 

石綿の飛散による健康被害を防止するため、大気汚染防止法や建設リサイクル法に基づく届出
等のある建築物解体工事現場などへの立入検査を実施し、石綿の飛散防止対策や石綿廃棄物の適
正処理等を監視・指導します。 

 
 ♢（関連取組）建築解体現場などにおける石綿飛散防止対策の推進（拡充）（後出）  
 
 ♢廃棄物処理施設の適正な維持管理の促進 
  ごみ処理施設やし尿処理施設、最終処分場などの一般廃棄物処理施設や産業廃棄物処理施設に

立入検査を行い、適正な使用・維持管理を指導します。また、焼却施設や最終処分場等には廃棄
物処理法で定められた定期検査を適切に実施し、適正な維持管理を促進します。 

  
 ♢安全・安心な県営処分場の運営、研究 

自ら処分場を確保することが困難な県内の市町村や中小企業者等のため全国で初めて県直営で
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整備した最終処分場において、モデルとなる埋立工法や安全管理を採用し、環境保全対策に万全
を期した運営を行います。 

埋立廃棄物の安定化評価など、安心・安全な最終処分場運営に資する研究を進めます。 
  

（ⅳ）廃棄物処理の継続性の強化及びレジリエンスの向上 
  
 ♢廃棄物処理業界のイメージアップと人材育成 
  廃棄物の処理は県民の日常生活に欠かすことのできないものであり、廃棄物処理業者は社会経

済システムに必要不可欠なエッセンシャルワーカーとしての役割を果たしていることから、廃棄
物処理業における優れた取組を表彰するなど、業界の優秀な人材の確保や育成を促進します。  

  産業廃棄物処理業を環境産業へとステージアップするため、３Ｓ（スマイル・セイケツ・スタ
イル）運動によるイメージアップ、廃棄物処理の効率化・高度化等に資する新技術の活用の促進
に取り組みます。 

 
 ♢市町村と連携した持続可能な廃棄物処理の推進（新規） 

 安定的かつ効率的な一般廃棄物処理体制を構築するため、広域的な処理や処理施設の集約化を
促進します。 

また、地球温暖化対策や災害時の廃棄物処理システムの維持のため、エネルギー効率の高い施
設への計画的な更新等を促進します。 

 
 ♢災害廃棄物対策の推進 

 大規模な災害に備え、実効性のある災害廃棄物処理計画を全市町村が策定するよう支援します。 
市町村や関係団体等と災害廃棄物処理に関する必要な情報を共有し、研修や図上訓練を通じて

相互の連携の強化を図ります。 
 

 
□施策指標 

一般廃棄物の再生利用率  ２３．７％   ➡  ３５．０％ 
 （令和元年度）   （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 一般廃棄物の排出量のうち再生利用した量
の割合を百分率で表したもの。 
 資源の有効利用状況を確認するには再生利
用率が適していることから、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 国の基本方針における削減目標を踏まえて設
定した「第9 次埼玉県廃棄物処理基本計画」にお
ける令和7 年度（2025 年度）の目標値（33.6%）
を更に削減することを目指し、目標値を設定。 

 

家庭系ごみの１人１日当たりの排出量  ５２８g/人・日 ➡ ４２８g/人・日  
  （令和元年度）   （令和 8 年度） 

指
標
の
説
明 

 １人１日当たりの家庭系ごみ排出量。家庭
系ごみ排出量は家庭から排出される一般廃棄
物のうち集団回収、資源ごみを除いた量。 
 家庭系ごみの分別回収が進むと排出量が減
少することから、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 国の基本方針における削減目標を踏まえて設
定した「第9 次埼玉県廃棄物処理基本計画」にお
ける令和7 年度（2025 年度）の目標値（440g/人･
日）を更に削減することを目指し、目標値を設定。 
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食品ロス量  ２６．６万ｔ  ➡  ２３．３万ｔ 
 （平成３０年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 県内の食品ロス量。 
 県民や事業者の食品ロス削減の取組による
成果を示す数値であることから、この指標を
選定。 

目
標
の
根
拠 

 SDGs や国の方針に合わせ、令和12 年度（2030
年度）の目標値を平成12 年度（2000 年度）「40.5
万t」比で半減「20.2 万t」とした場合の年次目標
値として設定。  

一般廃棄物の１人１日当たりの 
最終処分量 

３４．０g/人・日  ➡ ２７．０g/人・日 
 （令和元年度）   （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 1 人1 日当たりの一般廃棄物の最終処分（埋
立処分）量。 
 一般廃棄物の排出抑制や再生利用推進によ
る減量化の状況を的確に示す数値であること
から、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 国の基本方針における削減目標を踏まえて設
定した「第9 次埼玉県廃棄物処理基本計画」にお
ける令和7 年度（2025 年度）の目標値（28 g/人･
日）を更に削減することを目指し、目標値を設定。 

 

産業廃棄物の最終処分量  １９．３万ｔ  ➡  １４．８万ｔ 
 （令和元年度）   （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 年間の産業廃棄物の最終処分（埋立処分）
量。 
 産業廃棄物の排出抑制や再生利用推進によ
る減量化の状況を的確に示す数値であること
から、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 国の基本方針における削減目標を踏まえて設
定した「第9 次埼玉県廃棄物処理基本計画」にお
ける令和7 年度（2025 年度）の目標値（15 万t）
を更に削減することを目指し、目標値を設定。 
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施策の方向３ みどりの保全と創出 

（１）現状と課題 
本県には、山地、台地・丘陵地、低地が連なり、武蔵野の面影を残す平地林※など身近に貴重な

みどりが存在する多様な自然環境に恵まれています。里山※に代表される豊かな自然環境、まちな
かにおける身近な自然である樹林地や農地、公園や建物の緑などがそれぞれの特徴を生かしなが
ら保全・活用されることにより、みどりの持つ多様な機能が十分に発揮され、地域における社会
的・経済的な課題の解決にもつながり、県民がその魅力と価値を実感できることが重要です。防
災やヒートアイランド現象の緩和など多様な機能を活用するグリーンインフラとしても、みどり
の保全・創出・活用の強化・充実を図り、持続可能で魅力ある地域づくりを進めることが必要で
す。 

これまでも、「彩の国みどりの基金※」を活用し、森林の再生や身近な緑の創出、県民運動の展
開などに重点的に取り組んできました。 

本県の緑地率は県土面積の約５割を占めているものの、緑地率は年々低下し、特に平地林面積
は平成１９年度（2007 年度）から平成２９年度（2017 年度）までの１０年間で１割以上減少し
ています。また、人口減少や高齢化により、適切に管理・活用されない平地林や緑地の増加、み
どりの保全や管理等に貴重な役割を果たしているボランティアの新たな担い手の確保が課題とな
っています。 

みどりの保全や管理の将来的な担い手の確保に繋げていくため、現在活動している企業・団体
への支援に加え、新たな企業等の活動を促進するとともに、環境教育・啓発を通じて子供たちの
みどりを守る意識を育む必要があります。 

また、本県の森林は県土面積の約３分の１を占めており、主にスギ、ヒノキなどの針葉樹及び
クヌギ、コナラなどの広葉樹のほか、亜高山帯には貴重な原生林も残されています。また、人工
林の成長に伴い森林資源が充実してきている一方で、木材価格の低迷により伐採・再造林が低調
で、人口減少や高齢化により森林は管理が行き届かず、病虫獣害等も生じています。 

森林の持つ水源かん養※、二酸化炭素の吸収・貯蔵、生物多様性の保全など多くの機能を持続的
に発展させるため、大都市圏に近いという特徴を生かした都市と山村の連携による森づくりや県
民参加の森づくり、森林環境譲与税の活用を含め、森林資源の適切な管理や利用を推進する必要
があります。 

   
（２）長期的な目標に向けた方向性 

個人や団体、企業、行政が連携しながら、貴重なみどりを守るとともに、人にも生き物にも心
地よいみどりが創出されています。地域におけるみどりの価値と存在感が高まり、守り、創った
みどりには多くの人々が関わり、グリーンインフラとしての機能を十分に発揮するとともに、環
境教育や余暇活動などにも活用しています。 

多様で健全な森林が生育し、水源かん養、二酸化炭素の吸収・貯蔵、生物多様性の保全など、
森林の有する多面的な機能が持続的に発揮されています。 

 
（３）今後の施策と主な取組 
 
（ⅰ）身近な緑の保全・管理 
 
 ♢特別緑地保全地区※など地域制緑地※の指定 
  良好な自然環境を形成している緑地は、潤いと安らぎのある都市景観の形成などグリーンイン

フラとしての多様な機能を有しており、こうした緑地を保全するため、市町村と連携し特別緑地



24 
 

保全地区など地域制緑地の指定を推進します。 
 
 ♢公有地化の推進 
  「ふるさとの緑の景観地※」などに指定されている緑地を守るため、相続などにより指定地の一

体性や景観が著しく損なわれるおそれがある土地などについて、市町村と連携し公有地化を推進
します。 

 
 ♢「ふるさとの緑の景観地」の指定・維持管理 
  埼玉らしさを感じさせる樹林地を保全するため、市町村と連携し、ふるさとの緑の景観地の拡

大を図ります。また、各景観地の保全計画に基づき、景観地の良好な維持管理を推進します。 
 
 ♢見沼田圃※の保全・活用・創造 
  「見沼田圃の保全・活用・創造の基本方針」に基づき、土地利用の調整や公有地化事業を行う

とともに、公有地化した土地の利活用事業を行います。また、貴重な都市近郊緑地空間である見
沼田圃において重要な役割を果たしている見沼農業の振興対策、支援体制の整備及び公有地化農
地活用対策を実施します。 

 
 ♢みどりの三富地域づくりの推進 
  三富地域※における緑地や農地の保全・活用に関する事業を推進します。また、この地域で行わ

れている平地林を活用した落ち葉堆肥農法を基本とする農業の振興を図るため、農業者と地域住
民等の協働による地域づくりを推進します。 

 
 ♢地域と調和した都市農業の振興 
  都市農業の有する多様な機能の発揮を通じ、農業者と地域住民が共存することにより、都市農

業が将来にわたり安定的に継続できるよう、都市の特性や資源を生かし、地域と調和した都市農
業の振興を図ります。 

  
（ⅱ）身近な緑の創出と保全・創出基盤づくり 
 
 ♢豊かな緑を保全・創出する公園整備 
  都市公園における在来植生に配慮した植栽等の整備により、豊かで美しい緑を保全・創出しま

す。 
 
 ♢県有施設などの身近な場所の緑化 
  県有施設の緑化を推進するとともに、市町村が実施する身近な緑の保全・創出の取組を支援し、

県民の身近な場所に目に見える緑の整備を促進します。 
  また、園庭・校庭の芝生化を支援し、幼少期から緑にふれあう環境を整備し、県民の環境意識

の醸成を促すとともに、県内の民間施設における緑化など県民の身近な場所に目に見える緑の整
備を促進し、みどり豊かなまちづくりを進めます。 

  
 ♢「緑化計画届出制度※」の適切な運用 
  「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」に基づき、敷地面積１，０００㎡以上の敷地において

建築行為を行う場合に緑化基準に基づく緑化計画を県に届け出る制度を適切に運用し、緑の創出
を図ります。 

  
 ♢みどりに関する学習環境の整備（新規） 
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  デジタルでの学びに対応して、教育現場で活用しやすく学習効果の高い「みどりと生き物」に
関する学習コンテンツを作成し、県内小学校での活用を促進すること等により、将来のみどりの
担い手育成に取り組みます。 

 
 ♢自然ふれあい施設の利用促進 
  自然学習センターなどの自然ふれあい施設を生物多様性の学習の場として活用し、県民、行政

及び教育関係者、事業者、民間団体等の各主体に応じた普及啓発を行い、県民の自然に対する意
識の向上に取り組みます。 

 
 ♢みどりを守り創る活動の支援と促進 
  県民・企業・団体が参加する「彩の国みどりのサポーターズクラブ※」の活動支援や技術向上の

ための講習会、ＳＮＳ等を通じた会員の相互交流や情報発信などを行い、みどりを守り創る活動
を促進します。 

 
 ♢「さいたま緑のトラスト運動※」の推進 
  埼玉の優れた自然や貴重な歴史的環境を、県民・企業等からの寄附により県民共有の財産とし

て末永く保全する「さいたま緑のトラスト運動」を推進します。 
 
（ⅲ）森林の整備・保全 
 
 ♢水源かん養機能の発揮や生態系に配慮した森林の整備・保全 
  間伐や枝打ち、広葉樹の植栽などの森林整備や人工林の伐採後の再造林を促進し、グリーンイ

ンフラとしての水源かん養機能を持続的に発揮できる森づくりを進めます。 
原生的な森林の保全を図るとともに、樹種、林齢構成の異なるタイプの森林を配置し、多様な

生物の生息・生育地を確保します。 
 
 ♢里山や平地林の整備・保全・活用 

ササなどが繁茂し荒廃した里山・平地林において、持続可能な景観の向上や生物多様性の保全
を図るため、市町村と連携し、地域住民の担い手の確保を図りつつ、更新による若返りなどの整
備を進めます。また、整備後は、憩いの場や子供の自然体験の場としての活用を進めます。 

 
 ♢森林の病虫獣害防止対策の実施 

森林の持つ公益的機能を維持・回復させるため、二ホンジカによる食害やツキノワグマによる
剥皮被害のおそれのある森林に獣害防止対策を実施します。また、マツノマダラカミキリやカシ
ノナガキクイムシなどの森林病害虫の発生状況を調査して被害拡大を防止します。 

 
 ♢都市と山村の連携による森づくり（新規） 

県内の山側市町村と都市部市町との結びつきを強め、地域間連携により山側市町村において森
林整備等を行い、都市部市町において山側市町村から供給される木材を利用する取組等を支援し
ます。 

 
 ♢県民参加による森づくりの推進 

広く森林の大切さを理解できるように、森林活動を体験する場を充実させ、森林環境教育や木
育※の機会の創出を図るほか、森林ボランティア活動を希望する県民に対して、森林における安全
な作業方法を習得できる機会の充実を図ります。 
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 ♢自然公園の保全 

秩父地域を中心とした山地の優れた風景地である自然公園を保全し、優れた天然林や希少野生
動植物の生息・生育地の保護を推進します。県民が安心・安全に自然を体感できるよう自然公園
内の登山道等の施設を適切に整備します。 

 
 ♢県産木材の利用促進・率先活用 
  木材需要の多くを占める住宅分野での利用拡大や PR 効果の高い公共施設などの木造化・木質

化を推進するため、県産木材を利用する意義の理解促進を図るとともに、木造建築技術者の養成
や県産木材の利用を支援します。 

 
 ♢（関連取組）健全な水循環に向けた取組の推進（後出） 
 
 
□施策指標 

身近な緑の創出面積      ２５０．０ha 
 （令和４年度から令和８年度の累積） 

指
標
の
説
明 

 県や市町村の条例に基づく「緑化計画届出
制度」等による緑化面積及び園庭・校庭の芝生
化などによる身近な緑の創出面積の合計。 
 自然を守り、緑を育てることは重要であり、
身近な緑を創出する取組の成果を示す数値で
あることから、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 類似制度を持つ都府県の中でトップクラスの創
出面積を目指し、毎年50ha を目標値に設定。 

 

緑の保全面積    ５５７ha  ➡  ５６９ha 
  （令和２年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 特別緑地保全地区及び近郊緑地特別保全地
区の指定面積、緑のトラスト保全地※の面積、
公有地化した面積、ふるさと緑の景観地指定
面積等の合計。 
 これらの緑地は、優れた自然や歴史的環境
を有し、県として保全すべき緑地であること
から、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 特別緑地保全地区の指定や緑のトラスト保全地
の面積及びふるさとの緑の景観地の指定等を踏ま
え、目標値を設定。 

 

みどりのポータルサイトへのアクセス
数 

１７，０００回/年 ➡ ３５，０００回/年 
 （令和２年度）   （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 「埼玉みどりのポータルサイト」にアクセス
して退出するまでを1 回とカウントする。 
 多彩なコンテンツを盛り込み、登録団体が
自由に情報発信できる同サイトへのアクセス
増により、県民、企業、団体等の理解と関心を
高め、連携促進、みどり施策の推進を図ること
ができるため、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 令和 2 年度（2020 年度）の実績値を踏まえ、更
なる広がりを目指して目標値を設定 
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森林の整備面積           １２，５００ha 
  （令和４年度から令和８年度の累計） 

指
標
の
説
明 

 間伐や植栽、下刈りなどの森林整備を実施
した面積。 
 水源かん養機能などの森林が持つ公益的機
能を持続的に発揮させるためには、適切な森
林整備が不可欠であることから、この指標を
選定。 

目
標
の
根
拠 

 将来にわたり森林を適正に維持していくため、間
伐や植栽、下刈り、獣害等による被害地の再生など
の森林整備を、年間 2,500ha 実施することを目指
し、目標値を設定。 

県産木材の供給量 ９６，０００㎥ ➡ １２０，０００㎥ 
 （令和２年度）   （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 森林から伐採・搬出され、利用される木材
量。 
 持続可能な森林管理のためには、木材の利
用を拡大させ、森林資源の循環利用を進める
ことが重要であることから、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 令和22 年度（2040 年度）までに木材供給量を森
林資源の循環利用の実現に必要な 201 ,000 m3/年
まで増加させることを目指し、目標値を設定。 

 

民有林内の路網密度 ２３．２ｍ/ha ➡ ２５．４ｍ/ha 
 （令和２年度末）   （令和８年度末） 

指
標
の
説
明 

 民有林内に開通している路網（公道、森林管
理道及び作業道）の密度。 
 効率的な森林整備や木材生産を行うために
は、路網が重要な生産基盤であることから、こ
の指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 効率的な森林整備や木材生産を可能とするため
の国が示した路網整備の水準を踏まえ、本県の自然
条件などを勘案し、目標値を設定。 
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施策の方向４ 生物多様性と生態系の保全 

（１）現状と課題 
本県は首都圏に位置しながら多様な自然環境に恵まれ、それぞれの地域で長い時間をかけて多

様な生態系が形成されてきました。 
しかし、開発や人の関わりの減少による里地里山の縮小、外来生物※や化学物質、地球温暖化な

ど生物多様性の保全に対する深刻な影響が顕在化しています。 
本県では特に狩猟の担い手の不足により、森林植生を食害するニホンジカの生息数が依然とし

て高い水準にあり、生息地域の森林生態系に悪影響を与えています。さらに、中山間地域におけ
る人口減少などの影響も相まって、農林業にも大きな被害が出ています。また、特定外来生物で
あるアライグマ、クビアカツヤカミキリ、コクチバスやオオクチバスなども増加し、生態系へ悪
影響を及ぼしています。 

本県では、「埼玉県生物多様性保全戦略」を策定し、多様な地域環境に応じた生物多様性の保全、
希少野生動植物種の保護やニホンジカ等の野生鳥獣の管理、侵略的外来生物※の防除に取り組ん
でいます。 

生物多様性の保全には、人の関わりが大変重要であり、より一層、県民の理解と関心を高め、
生物多様性保全に係る意識の醸成や地域における具体的な活動の活性化を図っていく必要があり
ます。 

 
（２）長期的な目標に向けた方向性 

県民の生物多様性への理解が深まり、希少種や在来種の動植物の保護や自然環境を保全する取
組が拡大し、県内各地の地域環境に応じて多様な生態系が形成され、生物多様性の保全が進んで
います。 

  
（３）今後の施策と主な取組 
 
（ⅰ）「埼玉県生物多様性保全戦略」の推進 
 
 ♢地域環境に応じた多様な生物の生息・生育地の確保 
  「埼玉県生物多様性保全戦略」に基づき、県内各地の地域環境に応じた多様な生物の生息・生

育地を確保するため、重要な生態系を有する森林や河川環境の保全、樹種、林齢構成の異なる森
林の配置、特別緑地保全地区など地域制緑地の指定や公有地化の推進、「緑化計画届出制度」にお
ける在来種の植栽による緑化、みどりの保全・創出や川との共生に取り組む団体等への支援など
に取り組みます。 

  ♢（関連取組）水源かん養機能の発揮や生態系に配慮した森林の整備・保全（再掲） 
  ♢（関連取組）里山や平地林の整備・保全・活用（再掲） 
  ♢（関連取組）特別緑地保全地区など地域制緑地の指定（再掲） 
  ♢（関連取組）公有地化の推進（再掲） 
  ♢（関連取組）「ふるさとの緑の景観地」の指定・維持管理（再掲） 
  ♢（関連取組）「緑化計画届出制度」の適切な運用（再掲） 
  ♢（関連取組）自然ふれあい施設の利用促進（再掲） 
  ♢（関連取組）自然公園の保全（再掲） 
  ♢（関連取組）「さいたま緑のトラスト運動」の推進（再掲） 
  ♢（関連取組）みどりを守り創る活動の支援と促進（再掲） 
  ♢（関連取組）川との共生に取り組む地域団体などへの活動支援（拡充）（後出） 
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 ♢推進体制の整備（拡充） 
「埼玉県生物多様性保全戦略」に基づく取組を推進するため、各機関・団体等のそれぞれの取

組・機能を連携・強化するセンター機能を整備します。 
  
 ♢県民による自然環境保全活動の推進 

希少種や在来種の動植物の保全活動に取り組む団体への技術的支援、希少野生生物保護推進員
等と連携した生息・生育状況の把握等を行います。 

  
（ⅱ）希少野生動植物などの保護の推進 
 
 ♢希少野生動植物種の保護増殖・調査・普及啓発等の実施 

市町村・学校・保全団体等が行うムサシトミヨなどの希少野生動植物種の保護増殖活動を支援
します。 

希少野生動植物の生息地等の巡視により、生息状況及び生態把握調査を行います。 
レッドデータブック※作成、保護すべき種や保護区の指定等にかかる調査・検討、環境教育、イ

ベントや保全活動等を通じた普及啓発を行います。 
 
 ♢野生動植物の継続的調査 
  野生動植物の生息・生育環境の変化や開発行為等に伴う生息・生育地の改変を把握し、在来種

の生息・生育地の保全・再生につなげるため、オオタカなど野生動植物の生息状況調査を継続し
て実施します。 

  
（ⅲ）野生鳥獣の適正な保護管理 
 
 ♢野生鳥獣の個体数管理等による生態系などへの被害の防止 
  シカ食害等による生態系被害を防止するため、狩猟による個体数管理等を行います。個体数管

理を適切に進めるため、生息状況調査や狩猟促進対策等を行います。 
 
 ♢野生鳥獣の生息状況調査などによる保護管理 
  野生鳥獣の生息状況調査や鳥獣保護区の指定等により、鳥獣の生息環境を保全整備し、狩猟の

適正化を図ります。県獣医師会やボランティアと連携し、傷病野生鳥獣の保護を進めます。 
 
 ♢野生鳥獣を保護管理する担い手の育成・確保 

狩猟免許試験の事前講習会の実施、狩猟者育成のためのペーパーハンター研修等を実施します。 
 

 ♢野生鳥獣における感染症等への連携した対応 
鳥インフルエンザ・野鳥不審死の発生に対処するため、県関係機関・国・市町村との連携体制

を構築します。 
  イノシシの不審死について、豚熱（ＣＳＦ）等の感染症が疑われる場合は、感染拡大防止及び

早期収束に向けて、家畜衛生を担当する県関係機関・国・市町村と連携して対応します。 
 
（ⅳ）侵略的外来生物の計画的防除 
 
 ♢侵略的外来生物の情報収集及び駆除 
  県民からの情報収集体制を整備し、早期発見と駆除を行います。 
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 ♢アライグマの計画的防除 
防除計画の策定、市町村と連携した捕獲推進、捕獲効率化に向けた実証試験等を行います。セ

ンサー等のデジタル技術を活用した計画的防除を行います。 
 

□施策指標 

 

 
  

希少野生動植物種の新規保護増殖箇所
数 

１０箇所 
（令和４年度から令和８年度の累積） 

指
標
の
説
明 

 「希少野生動植物の種の保護に関する条例」
で、県内希少野生動植物種に指定されている
種の新規保護増殖箇所数。 
 特に保護が必要とされる条例指定種の保護
増殖の必要性について、県民の理解を深める
ため、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 条例指定種のうち飼育・栽培が可能な１０種類
ごとに１箇所以上増やすことを目指し、目標値を
設定。 

生物多様性の認知度  ６７．７％ ➡ ７５．０％以上 
（令和２年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 県政世論調査で「生物多様性」という言葉に
ついて、「言葉の意味も含め知っている」又は
「言葉は聞いたことがあるが、意味は知らな
い」と回答した県民の割合。 
 全ての人々が生物多様性の言葉の意味やそ
の価値を認識し、生物多様性の保全に向けた
行動につなげていくことが重要であり、生物
多様性に関する多種多様な取組に対しての総
合的な評価であることから、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 国の「生物多様性国家戦略」の数値目標に合わ
せて設定した「埼玉県生物多様性保全戦略」の目
標値（75.0％以上）を踏まえ、目標値を設定。 



31 
 

施策の方向５ 恵み豊かな川との共生と水環境の保全 

（１）現状と課題 
  本県では、県土に占める河川面積の割合が３．９%で全国第２位であるという特色を生かし、

水辺空間の再生・創造に取り組んでいます。地域で川との共生に取り組む「川の国応援団※」は、
県内全ての市町村で、河川清掃、環境学習、水質調査、生物調査などの活動を行っています。 

一方、「川の国応援団」のメンバーの高齢化や固定化が課題となっており、持続可能な活動の支
援が必要です。今後は、県民が恵み豊かな川を更に実感できるよう、水質に加えて生物多様性の
視点からの取組の検討も必要です。 

本県では、公共用水域※の水質改善を図るため、下水道の整備や合併処理浄化槽の普及による生
活排水からの負荷の低減、工場・事業場への立入検査による産業系排水の負荷の低減に取り組ん
できました。その結果、本県の公共用水域の水質については、健康項目と呼ばれる有害物質の環
境基準の超過はほとんど見られなくなり、アユが棲める水質（ＢＯＤ３ｍｇ／Ｌ以下）の河川の
割合が平成１７ 年度（2005 年度）の５２％から令和２年度（2020 年度）には９０％と、着実に
改善してきています。 

一方、令和２年度（2020 年度）末の生活排水処理率は９３．１％であり、令和７年度（2025 年
度）に１００％とする「埼玉県生活排水処理施設整備構想」の目標の達成に向け、単独処理浄化
槽から合併処理浄化槽への転換の加速化が必要となっています。 

また、異常水質事故が年間２００件前後発生しており、事業者・県民に対する未然防止の啓発
や、発生時に迅速かつ的確に対応する体制を確保していくことが必要です。 

都市部への人口集中、産業構造の変化、地球温暖化などの様々な要因により、水循環に変化が
生じています。健全な水循環の維持又は回復に向け、水を適切かつ有効に利用するための取組を
促進することが必要です。 

地下水を多量に汲み上げると地盤沈下が引き起されます。近年は、地下水採取規制により水源
転換が進み、地盤沈下は沈静傾向ですが、依然として緩やかに地盤沈下が継続しています。特に、
渇水時など地下水依存度が高まると地盤沈下は顕著に現れることから、今後も対策が必要です。 

 
（２）長期的な目標に向けた方向性 

県内の河川ではグリーンインフラに取り組むとともに、県民・企業の連携のもと豊かな川を守
り育む活動が各地で実施・継続されており、持続可能な活動を支援する仕組みが確立しています。 

全ての生活排水が浄化槽や公共下水道等により処理され、公共用水域の水質が一層改善される
とともに、豊かな生物多様性が育まれた水辺環境となり、土壌汚染や地下水汚染のない健全な土
壌環境及び地下水質が維持されています。事業活動や生活から生じる排水が河川に与える負荷が
低減され、環境基準が１００％達成されています。 

健全な水循環が形成され、流域の貯留・かん養機能が高まり、洪水の防止、渇水対策が進むと
ともに、地盤沈下の発生が抑制され、地盤沈下による建物被害や浸水区域の拡大が防止されてい
ます。 

 
（３）今後の施策と主な取組 
 
（ⅰ）水辺空間の保全と共生 
 
 ♢県民・企業と連携した水辺空間の活用（新規） 

埼玉の豊かな川を育む自発的な活動が持続して行われるよう、県民・団体・企業の連携を県が
支援していく「ＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズプロジェクト※」を推進します。県民には、川
のイベントやボランティアへの参加を促し、川を守る気持ちや川への愛着の醸成を図ります。 
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 ♢川との共生に取り組む地域団体などへの活動支援（拡充） 
地域で川との共生に取り組む団体を「川の国応援団」として登録し、「川の国応援団」が実施す

る活動で使用する資機材の提供や貸出し支援を行い、地域での河川清掃、環境学習、生物調査な
どを促進します。 

 
 ♢下水道、農業集落排水※などの生活排水処理施設※の整備や合併処理浄化槽への転換の促進 

公共下水道と農業集落排水については、事業を実施する市町村に技術的な支援を行うとともに、
各生活排水処理施設の整備の調整を図り、効率的な整備を促進します。また、合併処理浄化槽の
設置を行う市町村や個人を支援し、合併処理浄化槽への転換を促進します。 

 
 ♢浄化槽台帳を活用した適正な維持管理の促進（新規） 

維持管理業者等と連携して清掃等の情報をデジタル化して収集し、浄化槽台帳システムに集約・
整備することで、効果的・効率的な指導を行い、合併処理浄化槽への転換や法定検査受検率向上
を促進します。 

 
 ♢非かんがい期の農業用水路などへの通水の実施 

年間を通じて良好な水環境を確保できるよう、農業用水の通水がない非かんがい期（１０月〜
３月）にも通水が行えるよう河川管理者等に働き掛けます。 

 
 ♢豊かな水と緑を育む河川環境の整備 

護岸等の修繕に合わせて、生物の生息・生育に配慮した水際を整備するなどグリーンインフラ
の取組を通じて、地域に親しまれる水辺空間の創出を推進します。 

また、地域住民による美化清掃活動などと連携して、水の濁りや悪臭の原因となっている土砂
等を撤去します。 

 
♢水辺空間の生き物に関する情報収集・発信 

水辺空間の生物の生息・生育状況等についての情報収集・情報発信により、水環境保全に関す
る県民理解の促進を図ります。 

 
（ⅱ）公共用水域・地下水及び土壌の汚染防止 
 
 ♢水質・土壌などの汚染の監視（常時監視） 

 水環境の保全には水質汚濁の状況などを常に把握することが重要であるため、水質汚濁防止法
に基づき水質測定計画を定めて常時監視を行い、データの公表や類型※指定の見直しなど水質の
向上に向けた取組を推進します。 

 
 ♢工場・事業場に対する規制遵守指導及び土壌・地下水の汚染拡散の防止 

 水質汚濁防止法等に定める排水基準が適用される工場・事業場への効果的な立入検査などによ
り、排出水の汚染状況を確認し、排水基準の遵守を指導します。 
 また、土壌汚染対策法等に基づき土地所有者等に土壌汚染状況調査の実施や汚染土壌の適切な
管理を指導します。 
 

 ♢異常水質事故対策の推進 
有害物質や油などの河川等への流出による被害を防止するため、関係機関と連携し、迅速な状

況把握及び原因調査により、汚染の拡大及び被害の発生を防止します。また、原因者に対し再発
防止を指導します。 
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♢（関連取組）プラスチック資源の循環的利用の推進（新規）（再掲） 
 

（ⅲ）水循環の健全化と地盤環境の保全 
 
 ♢観測や規制の的確な運用等による地盤沈下防止対策の推進 

埼玉県生活環境保全条例に基づく地下水採取規制を的確に運用することにより、地盤沈下を防
止します。 

また、地盤変動や地下水位の変化を早期に把握するため、継続して観測を行い、必要に応じて
地下水の採取抑制を指導します。 

 
 ♢健全な水循環構築に向けた取組の実施 

水循環基本法に基づき、健全な水循環の推進に係る施策を推進するため、水循環検討委員会等
における課題の把握、情報共有及び対応を行います。 

また、ダム水源地域の自治体が実施する、水源林の整備や管理、災害対策等の水源地域の保全
に関する事業を支援します。 

 
 ♢（関連取組）水源かん養機能の発揮や生態系に配慮した森林の整備・保全（再掲） 
 
 ♢河川表流水による水道用水供給事業及び工業用水道事業の実施 

地下水採取規制により水源転換が進み、地盤沈下は沈静傾向ではあるものの、依然として緩や
かに継続していることから、引き続き、河川表流水による水道用供給事業及び工業用水道事業を
実施します。 

 
 ♢雨水利用など水の効率的・合理的利用の促進 

資源の有効利用と緊急時に利用できる水の確保を図るため、普及啓発活動等により雨水、再生
水の活用や節水を促進します。 

 
 ♢既存住宅への雨水貯留浸透施設の整備及び透水性アスファルト舗装による歩道整備 

 流域整備計画に基づく総合的な治水対策の一環として各戸貯留浸透施設の整備を進め、河川の
洪水防止に加え、地下水や湧き水が増加することによる河川の水質改善に取り組みます。 

また、雨天時に歩行者が快適に歩行できるよう透水性アスファルト舗装を推進し、地下水のか
ん養を図ります。 
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□施策指標 

 

  

SAITAMA リバーサポーターズの個人
サポーター数 

   ０人    ➡  ２４，０００人 
（令和２年度末） （令和８年度末） 

指
標
の
説
明 

 川との共生や保全に取り組むＳＡＩＴＡＭ
Ａリバーサポーターズの個人サポーター数。 
 川との共生・保全活動の拡大や、川の魅力の
向上を示す数値であることから、この指標を
選定。 

目
標
の
根
拠 

 過去の市町村や環境団体によるイベント等へ
の参加者数の年平均2,700 人を踏まえ、それを上
回る数の個人サポーター の増加（年間4,000 人）
を目指し、目標値を設定。 

 

生活排水処理率    ９３．１％ ➡ １００．０％ 
（令和２年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 し尿のほか台所排水など生活排水すべてが
処理できる公共下水道や合併処理浄化槽など
が整備された区域内の人口の総人口に対する
割合。 
 生活排水処理率の向上により河川水質の改
善がされることから、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 「埼玉県生活排水処理施設整備構想」で、令和
7 年度（2025 年度）に生活排水処理率を100％と
する目標としていることを踏まえ、目標値を設
定。 

 

環境基準（BOD）を達成した河川の割
合 

９５％  ➡   １００％ 
    （令和２年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 公共用水域水質測定計画に基づく県内 44
河川 94 地点における BOD（生物化学的酸素
要求量）の測定結果の環境基準の達成率。 
 環境基準は「人の健康を保護し、及び生活環
境を保全する上で維持されることが望ましい
基準」として定められており、その中で、BOD
は水質汚濁の代表的な指標であることから、
この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 環境基準は、「維持されることが望ましい基準」
であり、行政上の政策目標であるため最終年度の
目標値を１００％として設定。 

 

1 年間の地盤沈下量が 2cm 以上の地域
の面積 

  ０㎡  ➡  ０㎡ 
    （令和元年度） （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 地盤沈下調査により 1 年間の地盤沈下量が
２cm 以上の地域の面積。 
 環境省が地盤沈下の注意を要する地域の目
安として示していることから、この指標を選
定。 

目
標
の
根
拠 

 環境省が建造物等へ何等かの被害が生じる地
盤沈下の程度として示している指標であり、現時
点で達成しているものの、今後もこの状況を維持
することを目指し、目標値を設定。 
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施策の方向６ 安全な大気環境や身近な生活環境の保全 

（１）現状と課題 
微小粒子状物質（ＰＭ２．５）は平成３０年度（2018 年度）以降、３年連続で環境基準の達成

率が１００％となりました。しかし、より安全な大気環境を確保するためには、今後も対策を継
続する必要があります。また、環境基準設定項目のうち、光化学オキシダントだけが基準未達成
であり、光化学スモッグ注意報の発令日数は、他自治体に比べ多い状況が継続しています。 

これらのことから、ＰＭ２．５と光化学オキシダント双方の原因物質である揮発性有機化合物
（ＶＯＣ）※及び窒素酸化物の一層の削減が求められます。ついては、自動車及び工場・事業場か
らの排出削減のため、事業者に対して更なる意識啓発や監視指導の徹底を図るなど発生源対策を
進める必要があります。なお、環境中のＰＭ２．５及び光化学オキシダントの発生メカニズムは
解明されておらず、その究明が課題の一つです。 

本県は製造事業所が多く、化学物質を多量に排出する業種もあり、化学物質の届出排出量は全
国第４位（令和元年度）です。化学物質の中には、人の健康や生物の生息・生育に影響を及ぼす
おそれのある化学物質もあります。そのような物質による環境リスク※を低減するためには、法令
に基づく排出基準の遵守はもとより、事業者による自主的な管理を更に促進することが必要です。 

また、化学物質は事業者だけでなく、私たちの身の回りの様々な場面で使用されており、家庭
からも多くの化学物質が排出されています。県民や事業者などが化学物質に関する正確な情報を
共有し、相互に理解を深めていくことが重要です。 

ダイオキシン類※対策については、今後も、環境中の濃度を低く抑えていくため、事業所の監視
を継続することが必要です。 

東京電力福島第一原子力発電所の事故によって放出された放射性物質については、環境汚染へ
の県民の懸念は十分に解消されたとは言えず、放射性物質の監視及び測定を今後も継続していく
必要があります。 

石綿については、国土交通省の調査では、石綿含有建材が使用されている建築物の解体工事は
令和１０年（2028 年）のピークに向けて今後増加すると推計されています。これに伴い石綿の飛
散漏えい事故のリスクも増すと想定されます。また、石綿に関する規制対象規模の拡大や新たな
報告制度を設けた令和２年（2020 年）６月の大気汚染防止法改正への対応も必要です。 

また、地震や風水害などの自然災害、あるいは事業場等における事故などが原因で発生する石
綿や化学物質の飛散、漏えいを最小限に抑えなければなりません。 

本県は、内陸県としては最も多い全国第５位（平成２８年）の事業所数を抱えています。市街
地の中に事業所が混在しており、騒音・振動・悪臭による公害苦情相談件数は近年高止まりの状
態です。これらの公害を防止し、身近な生活環境を保全していくとともに、公害に係る苦情や紛
争に対して、迅速かつ適切に対応することが必要です。 

 
（２）長期的な目標に向けた方向性 

ＰＭ２．５の年平均濃度が十分低くなり、より良好な大気環境が継続しています。 
石綿の飛散漏えいが未然に防止されているとともに、化学物質の適正管理と排出抑制が進み、

化学物質による環境リスクが低減され、県民・事業者の理解も深まり、安心して暮らせる生活環
境が確保されています。 

工場・事業場の公害防止体制の整備などにより、発生する公害が減少しています。住民から寄
せられる苦情や紛争も減少し、県民が快適に暮らせる生活環境となっています。 
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（３）今後の施策と主な取組 
 
（ⅰ）安全な大気環境の確保 
 
 ♢大気の汚染の監視（常時監視） 

大気環境の常時監視体制を整備充実するとともに、国や他の自治体と連携を図りながら、効果
的かつ効率的な監視を実施し、その結果を迅速に県民等に情報提供します。 

  
 ♢工場・事業場に対する規制遵守指導 

大気汚染による人の健康被害を未然に防止するため、工場・事業場に対して大気汚染防止法、
埼玉県生活環境保全条例に基づく各種規制を遵守するよう指導を徹底します。 

  
 ♢微小粒子状物質（ＰＭ２．５）対策の推進 

ＰＭ２．５については平成２１年（2009 年）に環境基準が設定され、平成３０年度（2018 年
度）から環境基準達成率が１００％となりました。しかし、世界保健機関（ＷＨＯ）が提唱する
大気環境ガイドライン値（５μｇ/㎥）を見据え、更なる改善を目指すには、越境移流の影響が大
きいＰＭ２．５の性質上、広域で対策を進める必要があるため、近隣都県と協力して引き続き実
態を把握し、発生源対策を実施します。 

 
 ♢揮発性有機化合物（ＶＯＣ）対策など光化学スモッグによる健康被害の未然防止 

光化学スモッグの主な原因物質の排出量は減少した一方で、光化学スモッグ注意報発令日数や
光化学オキシダント濃度は減少したとは言いきれません。このことから、健康被害の未然防止の
ため、注意報等の確実な発令及び首都圏で連携したＶＯＣ対策などを引き続き実施します。 

 
 ♢ディーゼル車運行規制の実施やアイドリングストップの指導 

幹線道路でのビデオ調査や高速道路のＳＡ等での車両検査を実施し、埼玉県生活環境保全条例
に基づく粒子状物質の排出基準に適合していないディーゼル車への指導を行います。また、権限
移譲を受けていない市におけるアイドリングストップに関する指導を行います。 

 
 ♢（関連取組）バイパス整備、交差点改良などによる交通渋滞の緩和（再掲） 

 
（ⅱ）環境リスクの低減 
 
 ♢建物解体現場などにおける石綿飛散防止対策の推進（拡充） 

石綿の大気中への飛散を防止するため、石綿使用建築物の解体工事などにおける飛散防止対策
の指導を徹底します。また、大気中への石綿飛散状況を監視するため、モニタリング調査を実施
します。 
 
♢（関連取組）石綿廃棄物の適正処理（再掲） 

  
 ♢化学物質に関する情報公開や事業者の環境コミュニケーション※活動の促進 

「特定化学物質※の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」及び埼玉県
生活環境保全条例に基づき、環境中への化学物質の排出量や取扱量を把握するとともに、その情
報の公開を進めます。 

また、県民、事業者、行政等が化学物質等の情報を共有し相互理解を深めるため、事業者によ
る環境コミュニケーション活動を支援し、併せて事業者による化学物質の適正管理と排出を抑制
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する取組を促進します。 
 

 ♢化学物質の適正管理と災害対策の促進 
事業者が作成する特定化学物質等適正管理手順書※に沿った化学物質の管理徹底と、災害発生

時の危険性・有害性が比較的高い特定化学物質の飛散・漏えいによる被害が最小限となるような
対策の実施を指導します。石綿については、被災建築物の石綿の有無に関して、建築部局と連携
を密にして対応します。 

 
 ♢ダイオキシン類対策の推進 

県民の安心・安全な生活環境を確保するため、環境中にあるダイオキシン類の監視を行うとと
もに、ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、対象となる事業者に対し施設の適正管理などの
規制の遵守の徹底を図ります。  

 
 ♢放射性物質の監視、測定 

東京電力福島第一原子力発電所事故により放出された放射性物質の状況を把握するため、国と
連携を図りながら引き続き監視し、測定結果を公表します。 

除染により生じた除去土壌等の適正な管理に関し、国からの情報を市町村等に提供するととも
に、除去土壌等の処分の具体的な手法を示すよう、国への要望を継続します。 

 
（ⅲ）身近な生活環境の保全 
 
 ♢土砂の不適正なたい積の防止 

県民生活の安全の確保及び生活環境の保全を図るため、「埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に
関する条例」に基づき、崩落事故等につながる土砂の不適正なたい積を防止し、事業者に対し必
要な監視・指導を行います。 

 
 ♢騒音・振動・悪臭対策の推進 

市町村が実施する騒音・振動・悪臭の規制・指導に関する事務を支援し、市町村職員を対象に
した研修の実施や問題解決への技術的助言を行うとともに、執行状況を調査します。 

  また、新幹線騒音振動、航空機騒音及び自動車騒音に関する環境基準等の達成状況を調査しま
す。 

 
 ♢事業所における公害防止体制の整備 

工場・事業場の公害防止組織の充実を図り、公害を未然に防止するため、埼玉県生活環境保全
条例に基づき、公害防止主任者※資格認定講習を実施します。また、資格取得後も、民間団体と連
携した研修を実施します。 

 
 ♢公害苦情・紛争の適正な対応 

県民からの公害苦情に迅速かつ適正に対応するため、市町村への情報提供の充実や苦情相談員
制度の活用などを進めます。 

公害に係る紛争について、あっせん、調停及び仲裁の各手続を迅速かつ適正に実施します。 
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□施策指標 

 

  

微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の濃度 １０．３㎍/㎥ ➡ １０．０㎍/㎥ 
（令和２年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 大気中の微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の年
平均濃度＊。 
 大気汚染物質削減対策の成果を示す数値で
あることから、この指標を選定。 
＊環境基準の達成・未達成の評価対象となる
県内の全測定局の年平均濃度。 

目
標
の
根
拠 

 世界保健機関（ＷＨＯ）のガイドライン値
（5μg/㎥）を見据え、国内の環境基準（15μg/
㎥）より厳しく、近隣都県が掲げる最も厳しい目
標値である10μg/㎥の達成を目指し、目標値を設
定。 

 

建築物の解体等現場における大気環境
中の石綿濃度 1 本/L 以上の現場数 

１   ➡   ０ 
（令和２年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 建築物の解体等現場の敷地境界において測
定した大気環境中の石綿繊維数濃度が１本／
L 以上の現場数。国土交通省の推計では、石綿
を含む建材が使用されたと考えられる建築物
は、令和 10 年（2028 年）をピークに解体工
事の増加が見込まれている。今後、石綿漏えい
リスクが右肩上がりで増加することから、解
体等作業による漏えいの有無を端的に示す数
値であるため、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び
石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル」（令和3
年（2021 年）3 月厚生労働省・環境省）に、漏え
い監視の観点からの目安は、大気環境中の石綿繊
維数濃度が１本／L とすることが適当とされてい
ることから、目標値を設定。 

 

化学物質管理に関連する研修会の参加
事業所数（累計） 

４９３事業所  ➡ ７２０事業所 
 （令和２年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 化学物質管理に関連する研修会に参加した
事業所数の平成 28 年度（2016 年度）からの
累計。 
 化学物質が適正に管理されることにより、
化学物質の環境リスクも低減するため、この
指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 化学物質排出量届出事業所の 50％の参加を目
指し、目標値を設定。 
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施策の方向７ 経済との好循環と環境科学・技術の振興 

（１）現状と課題 
本県では、今後も生産年齢人口が減少していくと見込まれており、気候変動対策をはじめとす

る環境への負荷の低減が強く求められる中、いかに環境と経済の好循環を確立し県内経済の維持・
向上を図っていくかが大きな課題となっています。 

ＳＤＧｓの取組が広がりつつあり、また、ＥＳＧ投資やグリーンリカバリーといった環境の視
点も一体となった経済活動に対する意識も高まってきており、これらを踏まえた企業活動を促進
していくことにより、環境と経済の好循環につなげていくことが重要です。 

本県では、エネルギー分野での活用も見込まれるデジタル技術を活用した製品の開発など、社
会全体で取り組むべき課題の解決に取り組む中小企業を支援しています。 

農林業の分野においては、大消費地の中の産地という特性を生かし、農産物の地産地消を進め
るとともに、環境への負荷を低減する農業技術体系の確立に向け取り組んでいます。 

多様化、複雑化する環境問題の解決に向け取り組んでいくには、その現状や取組に関する情報
を幅広く共有するとともに、様々な調査研究や技術開発等を進め、環境科学の振興・発展を図っ
ていくことは極めて重要です。 

過去に公害問題を克服してきた本県の持つ経験や技術は、環境汚染問題を抱えている他の国や
地域にとって非常に有益と考えられます。また、気候変動のような地球環境問題や越境大気汚染
などへの対策は、世界の国や地域が共同して取り組むことで、より一層効果的となります。国際
社会の一員として、海外機関への技術支援や国際的な共同研究、研究交流、情報交換など多角的
な国際協力活動の推進が必要です。 

 
（２）長期的な目標に向けた方向性 

全ての産業で、企画から、製造、運搬、販売、廃棄までの各段階で環境に配慮した事業活動が
行われるとともに、環境問題の解決につながる新たな製品やサービスが普及し、環境と経済発展
の好循環が進んでいます。 

環境に関する研究が進展し、その成果が県民、市民団体、企業、教育機関などと共有され、環
境問題の解決に向けたパートナーシップによる取組が進んでいます。また、世界共通の環境問題
に関し、海外との共同研究や人的交流が積極的に展開されています。 

 
（３）今後の施策と主な取組 
 
（ⅰ）環境に配慮した事業活動の支援 
  
 ♢企業等のＳＤＧｓの取組支援（拡充） 

官民連携を促進するプラットフォームや自らＳＤＧｓに取り組む県内企業等を登録する「埼玉
県ＳＤＧｓパートナー※登録制度」により、企業等のＳＤＧｓの取組を支援します。 

特に環境分野については、廃棄物処理業などの環境関連業界団体と連携し、モデル事例の共有、
事業者の取組をＰＲする「埼玉県環境ＳＤＧｓ取組宣言企業制度」などにより、環境分野のＳＤ
Ｇｓの取組を促進します。 

また、金融機関と連携したＥＳＧ投資の活用等も視野に入れ、ＳＤＧｓに関し優れた取組を行
う企業等を表彰すること等により企業価値の向上を図るとともに、優れた取組の横展開を図りま
す。 

あわせて、事業活動で環境に配慮した優れた取組を実施している事業所を認証する「エコアッ
プ認証制度※」により、環境マネジメント※の取組を促進します。 
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 ♢中小企業の環境・エネルギー分野のビジネス支援 
社会全体で取り組むべき課題の解決に取り組む中小企業を支援するため、デジタル技術等を活

用した製品開発や現状を打破する革新的な新技術や新製品開発等を支援します。 
 

 ♢環境に配慮した農業の振興や地産地消の推進 
大消費地の中の産地という特性を生かし、農産物の地産地消を推進するとともに、環境への負

荷を低減する農業に取り組む農業者に対し、技術習得及び流通販売の面で支援します。 
 

 ♢県の率先行動やグリーン購入などの推進 
環境に配慮した公共事業や地球温暖化対策など環境負荷低減に事業者として率先して取り組む

とともに、「グリーン購入」の普及を図ります。 
 ♢（関連取組）県有施設における脱炭素化の推進（再掲） 
 ♢（関連取組）上下水道事業における環境配慮の推進（再掲） 
 ♢（関連取組）電動車の率先導入（再掲） 
 ♢（関連取組）県の率先行動と市町村支援（再掲） 

   
（ⅱ）環境情報の収集及び提供 
 
 ♢試験研究の成果や環境情報の発信 

環境科学国際センターにおいて、多様な環境問題に関する各種試験研究を推進するとともに、
年報やニュースレター、ＷＥＢサイト、ＳＮＳなどを活用し、様々な研究成果や地質地盤情報を
はじめとする各種の環境情報を発信します。 

ＷＥＢ  ＧＩＳ※による地理環境情報の公開を推進し、環境情報を分かりやすく可視化し広く提
供するとともに、気候変動情報を提供する情報プラットフォーム SAI-PLAT※のコンテンツを充
実し、気候変動への適応を支援します。 

  ♢（関連取組）気候変動の影響の評価、情報収集と情報提供（拡充）（再掲） 
 
 ♢自然史標本、生物多様性情報の収集及びデータベースの作成 

環境科学国際センターにおいて、生物多様性保全推進に不可欠な野生動植物の分布情報や、外
来生物の情報などを収集・蓄積しデータベース化します。また、データベースやＷＥＢ ＧＩＳな
どを活用し、幅広い情報提供を推進し、県民の生物多様性保全活動を支援します。 

自然の博物館においては、埼玉県の自然環境とその変遷に関する情報・標本等資料の収集・整
理を行ない、展示や特別利用、希少種調査等に活用できるような情報発信を進めます。 

 
（ⅲ）環境科学の振興と国際貢献 
 
 ♢産官学民と交流及び連携した共同研究の推進 

気候変動や生物多様性の喪失など、近年、より多様で複雑化する環境問題の解決のため、環境
科学国際センターにおいて、大学や国・自治体の研究機関、民間との情報交換・共同研究を進め
ます。 

また、県民との協働型調査研究にも取り組みます。 
 

 ♢環境政策を科学的側面から支える機能の強化 
環境科学国際センターにおいて、環境政策を科学的な側面から支える機能の強化に向け、競争

的外部資金の獲得や、研究評価制度の適切な運用による研究の質の向上に努め、研究能力や研究
資源の充実を図ります。 
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 ♢海外との共同研究や技術交流 

 環境科学国際センターにおいて、グローバルな環境問題の解決に向け、海外の研究機関や大学
等との共同研究を実施するとともに、他の国等の環境問題解決に向けた支援や共通の環境問題の
解決に資するようＷＥＢ会議等ＩＣＴの活用も図りながら人的交流を進めます。 

 
□施策指標 

 

 
  

環境ＳＤＧｓ関連セミナーの参加企業
数（累計） 

８０社   ➡  ７８０社 
（令和２年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 県で実施する SDGs 関連セミナーへの参加
企業数の累計。 
 企業が環境分野の SDGs への関心を高める
とともに、具体的な取組を始めることが重要
であり、セミナーに参加することがその第一
歩となることから、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 環境部と関わりのある企業（約 13,400 社）の
うち、SDGs については知っているが、対応を検
討していない企業（約5.8%）にセミナーに参加し
てもらうものとして、目標値を設定。 

研究成果の発表件数（累計） ３，２６７件 ➡ ４，７００件 
（令和元年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 環境科学国際センターにおける平成 12 年
（2000 年）開設時からの論文、総説解説、国際
学会、国内学会、報告書、書籍、センター報及
びその他の媒体による発表件数の累計。 
 研究成果の外部へ向けた発表は、研究活動の
アクティビティを最も端的に示すことから、こ
の指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 概ね、1 研究員が年間５件発表することを目
標として設定。 

 

環境分野における海外との交流者数（累
計） 

１，０４５人 ➡ １，４８０人 
（令和２年度）  （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 環境科学国際センターにおける平成 12 年
（2000 年）開設時からの環境分野における海
外との交流数（派遣人数、長期受入人数、WEB
による国際学会参加人数、WEB による国際会
議参加人数）の累計。 
 海外との交流者数は、海外研究機関との共同
研究のアクティビティや、環境科学国際センタ
ーの国際的認知度も示すものであることから、
この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 新型コロナウイルス感染症の世界的な流行
の影響等により、人が実際に移動して交流する
機会は少なくなることが予想される一方で、
WEB 会議等ICT を活用した交流が進むと考え
られる。そのため、過去１０年間の年平均交流
者数と同等の交流数を目標として設定。 
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施策の方向８ 地域資源の活用や交流・連携による地域づくり・人づくり 

（１）現状と課題 
本県は、他の都道府県よりも速いスピードで高齢化が進み、デジタル化や災害の多発など、誰

も経験したことのない大きな変化に直面しています。このような変化やそれに伴う地域コミュニ
ティの衰退、厳しい財政状況といった様々な課題に対応していくため、地域包括ケアシステムの
深化など地域で誰もが安心して暮らせる持続可能なまちづくりを進めていくことが必要です。 

本県には、豊かな森林に恵まれた秩父山地、狭山丘陵や見沼田圃、三富新田などの身近な緑、
荒川や利根川といった数多くの河川があり、多様な自然環境を形成しています。また、多様な自
然環境や風土に根差した人々の営み、歴史を経て形成された文化、自然と一体となった古墳や城
跡、地域の自然を象徴する地質現象や植物群落などもあります。 

これらの自然環境や景観を保全し、次世代に引き継いでいくため、地域一体となった取組を進
めるとともに、貴重な地域資源として十分に生かしながら、地域の活性化につなげていく必要が
あります。再生可能エネルギーや森林資源など地域で有する資源を各地域で十分に活用するとと
もに、近隣地域などと地域資源を補完し合い、支え合う「地域循環共生圏」に向けた取組も求め
られています。 

本県では、里山に代表される豊かな自然環境の保全・再生といった課題に効果的かつ的確に対
応するため、県民、市民団体、企業と連携した廃棄物の不法投棄の未然防止や緑地の保全などの
取組を進めてきました。また、気候変動や大気汚染などの広域的な課題については、国や他の自
治体とも緊密に連携した取組も進めてきました。引き続き、様々な主体との連携を推進し、効果
的かつ的確な取組を進めていく必要があります。 

多様で複雑化する環境問題を解決していくためには、県民、市民団体、企業、行政、学校など
様々な主体が、日常生活や事業活動において環境の保全を意識した行動を実践していくことが必
要であり、これまで、本県では環境学習機会の提供や人材の育成を推進してきました。 

今後も持続可能な社会の構築に向けて、環境学習の充実、環境学習や環境保全活動を担う人材
育成を図ることが極めて重要です。 

 
（２）長期的な目標に向けた方向性 

地域の資源を生かした取組や、地域一体となった環境・景観の保全・創造の取組が進み、資源
が循環し自然と共生する地域となっています。 

環境の保全・創造に向け、県民、市民団体、企業、行政、学校などあらゆる主体が連携・協働
した取組が進んでいます。 

環境学習に関する研修会や体験学習の機会が様々な場で提供され、環境への理解が深まり、環
境学習や環境保全活動を担う人材が的確に育成され、環境学習や環境保全活動が継続して行われ
ています。 

 
（３）今後の施策と主な取組 
 
（ⅰ）環境と共生する持続可能な地域づくりの推進 
 
 ♢「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」の推進による持続可能なまちづくり（新規） 
  コンパクト・スマート・レジリエントの３つの要素を柱として、地域特性に応じた超少子高齢

社会の諸課題に対応した持続可能なまちづくりを市町村と共に目指す「埼玉版スーパー・シティ
プロジェクト」に取り組みます。地域の特性に応じ、太陽光発電や熱などの多様な分散型エネル
ギーを活用し、ＩｏＴや新技術により地域における効率的なエネルギー利用を推進します。 
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 ♢地域資源を活用した取組の推進 
県内各地で地域資源を活用した取組が進むとともに、必要に応じて県内各地域が地域資源の活

用のために連携・協力し合う取組が進むよう、再生可能エネルギーの利用拡大、廃棄物の持つエ
ネルギーの活用、都市と山村の連携による森づくりなどを進めます。 

♢（関連取組）太陽光やバイオマス、地中熱などの再生可能エネルギーの利用拡大（再掲） 
  ♢（関連取組）ＩoＴ技術を活用した分散型エネルギーの効率的な利用の推進（新規）（再掲） 
  ♢（関連取組）下水汚泥の活用、一般廃棄物処理施設の熱回収の促進、バイオマスの利用促進（再掲） 
  ♢（関連取組）都市と山村の連携による森づくり（新規）（再掲） 
  ♢（関連取組）県産木材の利用促進・率先活用（再掲） 
  ♢（関連取組）健全な水循環構築に向けた取組の実施（再掲） 
  ♢（関連取組）農産物の地産地消の推進（再掲） 

 
 ♢地域の特性を生かした景観づくりの推進 

良好な景観形成を進めるため、景観に関する啓発及び知識の普及などに取り組む市町村・地域
団体を支援します。 
 また、沿道の景観を阻害する電線類の地中化を進め、都市景観の向上を図ります。 
 

 ♢グリーン・ツーリズム※の推進 
観光農園や体験交流施設、農産物直売所、体験ができる宿泊施設などの情報を収集し、ポータ

ルサイトのほか、鉄道会社や旅行会社などの民間事業者と連携し幅広く発信します。 
  
 ♢史跡・名勝・天然記念物などの指定 

貴重な歴史的・文化的景観を保全するため、埼玉県文化財保護条例及び埼玉県文化財保護審議
会条例に基づき、史跡・名勝・天然記念物などを指定し、文化財保護に努めます。 

  
 ♢大規模開発事業における環境の保全 

 戦略的環境影響評価制度及び環境影響評価制度※の適正な運用により、環境に著しい影響を及
ぼすおそれのある大規模な開発事業などを行う際に、事業者による地域の環境保全に向けた取組
を促進します。 
 

（ⅱ）環境の保全と創造に取り組む県民、市民団体、企業などとの連携 
 
 ♢地域の清掃活動の推進 

ごみの散乱防止や地域の環境美化を推進するため、地域清掃活動団体の活動支援、県民、事業
者及び関係団体の連携強化、啓発活動を実施します。 

 
 ♢「彩の国ロードサポート制度※」の推進 

県民の社会貢献意識や道路愛護精神の向上を図り、快適で美しい道路環境づくりを推進してい
くため、住民や企業などによる歩道の清掃や花植えを行う「彩の国ロードサポート制度」を推進
します。 

 
 ♢環境の保全と創造に取り組む県民、市民団体、企業などへの支援 

地球温暖化防止活動推進員の能力向上に資する研修の実施、食品ロスの削減に取り組む店舗へ
の支援、「彩の国みどりのサポーターズクラブ」の活動の支援、埼玉の豊かな川との共生に取り組
む「ＳＡＩＴＡＭＡリバーサポーターズ」の支援、「彩の国埼玉環境大賞」の実施など、各分野で
環境の保全と創造に取り組む県民、市民団体、企業などを支援します。 
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♢（関連取組）脱炭素社会の実現に向けた環境学習の推進（再掲） 
♢（関連取組）ごみを減らすライフスタイルの普及促進（再掲） 
♢（関連取組）食品ロス削減の促進（再掲） 
♢（関連取組）みどりを守り創る活動の支援と促進（再掲） 
♢（関連取組）県民・企業と連携した水辺空間の活用（新規）（再掲） 
♢（関連取組）川との共生に取り組む地域団体などへの活動支援（再掲） 
♢（関連取組）化学物質に関する情報公開や事業者の環境コミュニケーション活動の促進（再掲） 

  
 ♢九都県市を中心とした連携の推進 

住民や企業の活動領域が拡大する中、地球温暖化や大気汚染、廃棄物処理などの環境問題に、
効果的、効率的に取り組むため、九都県市を中心に自治体間の広域的な連携を進めます。 

 
（ⅲ）環境を守り育てる人づくり 
 
 ♢環境科学国際センターにおける環境学習・環境保全活動の担い手の育成 

環境に配慮したライフスタイルや環境科学に関する知識を身につけ、地域で環境学習活動や環
境保全活動を推進できるリーダーを育成するため、「彩の国環境大学※」を開講します。 
 
♢学校における環境教育の推進 

地球規模の課題を自らの問題として捉え、課題解決に向けて自ら行動を起こすことができる担
い手を育むため、探究的な教育活動の実践等を通じ、持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）※を
推進します。また、総合的な学習の時間（小・中学校等）、総合的な探究の時間（高等学校）等に
おいて、ＳＤＧｓに向けた体験型・探究型の環境学習を推進します。 

  
 ♢子どもの自主的な環境活動の支援 
  次世代を担う子供たちの環境意識の醸成や環境保全活動の充実を図るため、「こどもエコクラ

ブ※」の活動を支援します。 
  
 ♢ボランティアや企業と連携した環境学習の支援 

県民の環境学習の機会の拡大を図るため、豊富な知識や経験があり学校や地域で環境学習を行
う方を登録、紹介する「環境アドバイザー制度※」、学校の環境学習を支援する企業を登録、紹介
する「環境学習応援隊制度※」を推進します。 

  
 ♢環境科学国際センターにおける各種公開講座の実施 

環境問題を正しく理解し、環境保全の実践に結びつけるための学習の機会を提供するため、試
験研究機関の科学的知見を生かした各種講座や、生態園を活用した自然体験教室を開催します。 

  
 ♢自然の博物館や川の博物館における学校支援、レファレンス※対応の充実 

学校へ理科の出張授業や、現地での体験学習、教育機関や団体等に対して自然に関する講演を
実施します。県民等が求める自然環境に関する情報について的確かつ迅速に提供できるレファレ
ンス体制を整備します。 

  
 ♢自然体験や講座など様々な機会における環境学習の実施 

簡単なチェックシートで一日省エネ生活に取り組む「エコライフＤＡＹ埼玉」の実施、イベン
トを通じたごみを減らすライフスタイルの普及啓発、緑を守り創る活動の場の提供、自然学習セ
ンターなどの自然ふれあい施設での自然観察会など、ＷＥＢでの情報発信を含め様々な機会にお
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いて環境学習を実施します。 
また、講演会の実施や県内の団体等が行う講座の開催支援など多様な消費者教育を通じ、環境

に配慮した商品を選択して購入することを含むエシカル消費※の理解を進めます。 
♢（関連取組）脱炭素社会の実現に向けたライフスタイルへの転換 
♢（関連取組）脱炭素社会の実現に向けた環境学習の推進（再掲） 
♢（関連取組）ごみを減らすライフスタイルの普及促進（再掲） 
♢（関連取組）食品ロス削減の促進（再掲） 
♢（関連取組）みどりに関する学習環境の整備（再掲） 
♢（関連取組）自然ふれあい施設の利用促進（再掲） 
♢（関連取組）自然公園の保全（再掲） 
♢（関連取組）県民・企業と連携した水辺空間の活用（新規）（再掲） 
♢（関連取組）川との共生に取り組む地域団体などへの活動支援（再掲） 
♢（関連取組）水辺空間の生き物に関する情報収集・発信（再掲） 
♢（関連取組）化学物質に関する情報公開や事業者の環境コミュニケーション活動の促進（再掲） 
 

□施策指標 

 

埼玉版スーパー・シティプロジェクトに
取り組む市町村数 

 ０市町村  ➡  ４６市町村 
（令和２年度末）  （令和８年度末） 

指
標
の
説
明 

 「埼玉版スーパー・シティプロジェクトの基本
的な考え方（骨格）」に基づくまちづくりの検討
に着手した市町村の数。 
 超少子高齢社会の諸課題に対応するため、まち
づくりを市町村とともに進める必要があり、その
主体は市町村であることから、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 令和3 年度（2021 年度）に実施した市町村意向調
査で取組意向を示した市町村において、プロジェク
トに基づくまちづくりが進むことを目指し、目標値
を設定。 

 

地域清掃活動団体の登録数（累計）  ７８７団体  ➡ １，０８０団体 
  （令和２年度末）   （令和８年度末） 

指
標
の
説
明 

 地域環境の保全や美化に取り組んでいる NPO
や企業、学校等の地域清掃活動団体登録数。 
 地域の美化活動状況を示す数値であることか
ら、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 平成16 年度（2004 年度）の制度開始時からこれ
までの登録数の増加率を維持するよう目標値を設
定。 

 

環境アドバイザー及び環境学習応援隊の
数 

１８８者    ➡  ２４８者 
  （令和２年度末）   （令和８年度末） 

指
標
の
説
明 

 各年度末の環境アドバイザー登録者数及び環
境学習応援隊の数。 
 地域の活動人材や企業・団体と連携し、環境学
習を県内各地域で展開するための体制づくりを
示す指標であるため、この指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 令和２年度（2020 年度）の環境アドバイザー、環
境学習応援隊の合計（188）を維持・向上させること
が環境学習の県内各地域での展開に必要なため、各
年度約５％ずつ増加させることとして、目標値を設
定。  

環境科学国際センター利用者数（累計） ９７７，０３１人➡１，２４６，０００人 
  （令和２年度）   （令和８年度） 

指
標
の
説
明 

 環境科学国際センターの平成12 年度（2000 年
度）開設時からの利用者数。 
 子供から大人まで県民一人一人が環境問題を
正しく理解し、環境保全の実践に結びつけるため
の学習機会を利用することが重要であるため、こ
の指標を選定。 

目
標
の
根
拠 

 過去の利用者数の推移と施策の効果を勘案して、
各年度 45,000 人の利用者数を目指し、目標値を設
定。 



行 用語 説明

あ ＲＥ１００
Renewable Energy 100％の略。企業等が自らの事業活動の使用電力を100％再生可能エネルギーで賄うことを

目指す国際的な取組。

ＩoT

Internet of Things（モノのインターネット）の略で、あらゆるモノがインターネットにつながっている状況、
あるいはその技術を指す。例えば、ＩｏＴにより、家庭ではテレビやエアコンなどの家電製品がインターネット
につながることで外出先から操作が可能となる。また、生産現場では産業機械の部品を作る装置がインターネッ
トにつながることで全体の管理が可能となり、生産ラインの停止時間の縮減など生産の効率化が期待されてい
る。

ＩＣＴ

Information and Communication Technology （ 情 報 通 信 技 術 ） の 略 。 情 報 (Information) や 通 信
(Communication)に関する技術の総称。日本では同様の言葉としてＩＴ(Information Technology：情報技術)が
あるが、国際的にはＩＣＴの方が普及している。総務省の「ＩＴ政策大綱」が平成１６年（2004年）から「ＩＣ
Ｔ政策大綱」に変更されるなど、日本でもＩＣＴという表現が定着しつつある。

アイドリングストップ
自動車の駐停車時にエンジンを止めること。埼玉県生活環境保全条例により信号待ちや交通混雑により停止す

る場合等を除き、運転者に義務付けられている。また、一定規模以上の駐車場の設置者や管理者には、利用者に
向けた周知看板の掲出等が義務付けられている。

アグリゲーター  再生可能エネルギーなど分散型電源で発電した電力供給を束ねて仲介する事業者のこと。

石綿
いしわた

天然に存在する繊維状鉱物で、アスベストとも呼ばれる。安価で丈夫なため、昭和３０年（1965年）頃から多
くの建築物等に使用されていたが、石綿の粉じんを吸い込むと肺がんや中皮腫を発症するおそれがあり、平成１
８年９月以降全面的に使用が禁止されている。法律上は「石綿」と呼ぶが「アスベスト」も同じ意味である。

ＥＳＧ投資
従来の財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）要素も考慮

した投資のこと。

ＥＶ・ＰＨＶ・

ＦＣⅤ

 ＥＶはElectric Vehicle（電気自動車）の略。電動モーターで車を駆動させる自動車。
ＰＨＶはPlug-in Hybrid Vehicle（プラグインハイブリッド自動車）の略。外部電源から充電できるタイプのハ

イブリッド自動車。
ＦＣＶはFuel Cell Vehicle（燃料電池自動車）の略。燃料電池により水素から発電した電気によって走行する

自動車。

一般廃棄物

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の対象となる廃棄物のうち、産業廃棄物以外のもの。一般家庭から排出さ
れる生活系ごみ（いわゆる家庭ごみ）のほか、事業所などから排出される産業廃棄物以外の廃棄物も事業系ごみ
（いわゆるオフィスごみなど）として含まれる。
→産業廃棄物

AI
Artificial Intelligenceの略。人工的な方法による学習、推論、判断等の知的な機能の実現及び人工的な方法によ

り実現した当該機能の活用に関する技術のこと。

エコアップ認証制度
環境マネジメントに取り組み、かつＣＯ２削減等に優れた取組をしている事業所を「エコアップ認証事業所」

として県が認証する制度（平成１９年（2007年）開始）。認証を通して、事業者に公的な信用を付与すること
で、事業者の更なるＣＯ２削減の取組を支援し、事業部門におけるＣＯ２削減を促進することを目的としている。

エコライフＤＡＹ
省エネの取組により１日の二酸化炭素の削減量や節約金額を実感できる簡単なチェックシートを使用して、１

日、参加者にＣＯ２削減・省エネなど地球温暖化防止と環境に配慮した生活を経験してもらう取組。

 ＜用語解説＞
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行 用語 説明

エシカル消費

人や社会・環境に配慮した消費行動のこと。消費者それぞれが社会的課題に気付き、その解決を考えたり、そ
うした課題に取り組む事業者を応援しながら消費活動を行うこと。障害者支援につながる商品、開発途上国の労
働者の生活改善を目指すフェアトレード商品、環境に配慮したエコ商品などの持続可能性に配慮した商品を優先
的に購入するなどがある。エシカルとは「倫理的・道徳的」という意味の英語。

ＳＤＧｓ

Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略。平成１３年（2001年）に策定されたミレニア
ム開発目標（MDGs）の後継として、平成２７年（2015年9月）の国連サミットで加盟国の全会一致で採択され
た「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された、令和３２年（2030年）までに持続可能でよりよい
世界を目指す国際目標。17のゴール・169のターゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残さない（leave
no one behind）」ことを誓っている。

ＳＤＧｓ未来都市
国が優れたSDGsの取組を提案する地方自治体を「SDGs未来都市」として選定し、その中で特に優れた先導的

な取組を「自治体SDGsモデル事業」として選定して支援し、成功事例の普及を促進するもの。

オゾン層
地上10〜50kmの高層の大気にあるオゾンの層。オゾン層は、有害な紫外線を吸収する働きをもつが、フロン

によって破壊される。オゾン層の破壊により皮膚がんの増加や生態系への影響が生じるとされている。

温室効果ガス

太陽放射により暖められた地表面の熱が宇宙に逃げるとき、その一部を吸収して温室のように地球を暖める性
質を持つ気体。地球温暖化対策の推進に関する法律では、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオ
ロカーボン類、パーフルオロカーボン類、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素の７種類が温室効果ガスとして定義され
ている。通常それぞれのガスの温室効果を二酸化炭素に換算してその総排出量を表す。

か カーボンニュートラル
人間活動を発生源とする温室効果ガス排出量と吸収源等による除去量が均衡する（実質的な排出量がゼロとな

る）こと。

外来生物
国外や国内の他地域から人為的（意図的又は非意図的）に持ち込まれることにより、本来の分布域を越えて生

息又は生育する生物。

河川面積
国土交通省が都道府県を対象に実施している土地利用現況把握調査における国土の利用区分の定義である一級

河川、二級河川、準用河川における河川区域の面積。

合併処理浄化槽
し尿及び生活雑排水（台所、風呂、洗濯などに使用した水。）をまとめて処理する生活排水処理施設。従来の

し尿のみを処理する単独処理浄化槽に比べて、河川などの公共用水域の汚濁を大幅に軽減する効果がある。
→生活排水処理施設

家庭用燃料電池

 都市ガス・LPガスから取り出した水素と空気中の酸素を化学反応させて電気と熱を発生させ、利用するコー
ジェネレーションシステム。利用段階で反応物として水しか排出せずクリーンであり、また、化学反応から電気
エネルギーを直接取り出すためエネルギーロスが少ない。電気と熱の両方を有効利用することで、更にエネル
ギー効率を高めることが可能になる。

川の国応援団
埼玉県内の河川、農業用水、湖沼等でごみ拾い、清掃、水質改善、環境学習及び水生生物の調査等の川の再生

活動を行う団体のうち、埼玉県の川の国応援団として登録している団体。

環境アドバイザー制度
地域での環境保全活動や環境学習等に対して指導及び助言等を行う方を「環境アドバイザー」として登録し、

紹介する制度。

環境影響評価制度（環
境アセスメント）

開発事業等による公害の発生や自然環境の破壊について事業者が自ら配慮するため、当該開発事業等による環
境への影響の有無等を事業の実施に先立って調査・予測・評価すること。また、事業の計画立案段階で実施され
る環境アセスメントを戦略的環境アセスメントという。

環境学習応援隊制度
企業から学校に人材を派遣したり、学習プログラムを提供したりすることで、学校における環境学習の取組の

支援を行う制度。事業の趣旨に賛同する企業等を環境学習応援隊として登録している。
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行 用語 説明

環境基準

環境基本法で「大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞれ人の健
康を保護し及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」と定めている。ダイオキシン類につい
ては、ダイオキシン類対策特別措置法で定めている。これは、行政上の政策目標として定められているもので、
公害発生源を直接規制するための基準（いわゆる規制基準）とは異なる。

環境コミュニケーショ
ン

地域住民、事業者、行政等が、化学物質等環境に関する正確な情報を共有し、お互いに理解を深めるために行
う意見交換会。開催することで化学物質による環境リスクの低減及び住民の不安解消が図られる。

環境産業
環境負荷を低減させ、資源循環による持続可能な社会を実現させる技術、システム及びサービスに係る産業の

こと。県では、産業廃棄物処理業から環境産業へとステージアップさせるため、産業廃棄物処理業界のイメージ
アップと人材育成を図る取組や産業廃棄物処理技術の高度化を図る取組を推進している。

環境マネジメント
組織や事業者が、その運営や経営の中で自主的に環境保全に関する取組を進めるに当たり、環境に関する方針

や目標を自ら設定し、これらの達成に向けて取り組んでいくこと。

環境リスク
人の活動などによって環境に加えられる負荷が、環境を経由して人の健康や動植物の生息または生育に悪い影

響を及ぼす可能性のこと。化学物質の環境リスクは、化学物質自体の有害性の程度と、呼吸や飲食、皮膚接触な
どによりどれだけ化学物質に接したか（暴露量）によって決まる。

気候変動に関する政府
間パネル（IPCC)

IPCCはIntergovernmental Panel on Climate Changeの略。昭和６３年(1988年)に国連環境計画（UNEP）及び
世界気象機関（WMO）により設立された組織。人間活動による気象変化、影響、対策に関し、科学、技術的、
社会経済学的な見地から包括的評価を行う。

揮発性有機化合物（Ｖ
ＯＣ）

炭素を含む化合物のうち、揮発しやすく大気中で気体となる性質を持つ化合物の総称。具体的にはトルエン、
キシレン等が挙げられる。塗料、インク、接着剤、クリーニングの溶剤などに含まれ、微小粒子状物質（ＰＭ
２．５）や 光化学オキシダント等の原因物質である。

九都県市
埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原市のこと。これら都県市

の知事、市長から構成される九都県市首脳会議では、大気の保全や地球温暖化対策など、様々な環境分野におい
て連携して取り組んでいる。

グリーンインフラ
社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機能を活用し、持続可能

で魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組。

グリーン購入
購入の必要性を十分に考慮し、品質や価格だけでなく環境の事を考え、環境負荷ができるだけ小さい製品や

サービスを、環境負荷の軽減に努める事業者から優先して購入すること。

グリーン・ツーリズム
緑豊かな農山漁村地域において、その自然、文化、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活動。生活に潤いを求

める価値観の変化の中で、都市と農村との共生関係の構築によって、農山漁村地域の活性化を図る方策として注
目されている。

グリーン・リカバリー
新型コロナウイルスの感染拡大による景気後退への対策で、環境を重視した投資などを通して経済を浮上させ

ようとする手法。

下水汚泥
下水道終末処理場内の水処理施設で、汚水から汚れを沈殿させたもの。下水汚泥は処理場内の汚泥処理施設で

濃縮・脱水された後、焼却処分されるが、一部は固形燃料に加工されるなど有効利用されている。

県内総生産
県内の経済活動によって新たに生み出される付加価値のこと。産出額（出荷額・売上高など）から中間投入

（原材料・光熱水費など）を除いた額。

コージェネレーション
システム

都市ガス、石油、LPGなどを燃料として、エンジン、タービン、燃料電池などの方式により発電し、その際に
生じる廃熱も同時に回収・利用するシステム。回収した廃熱を利用することにより、エネルギーの効率が高くな
る。
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行 用語 説明

(森林の有する)公益的
機能

森林の働きのうち、木材等林産物を生産する働きを経済的機能とし、水源かん養、土砂災害防止など社会生活
にとって不可欠な働きを公益的機能としている。

光化学オキシダント/
光化学スモッグ

工場や自動車の排出ガス等に含まれる窒素酸化物や揮発性有機化合物（ＶＯＣ）が太陽の紫外線で光化学反応
を起こすことにより発生する有害な酸化性物質。この光化学オキシダントの濃度が高くなり、白くもやがかかっ
たようになった状態が光化学スモッグと呼ばれる。光化学スモッグが発生すると、眼や喉などの粘膜に対する健
康被害を及ぼすほか、植物への悪影響をもたらす。

公害防止主任者

公害防止管理者（※）の選任要件よりも規模が小さい工場、若しくは公害防止管理者の選任義務が課されない
事業場における公害防止体制の整備を図るため、「埼玉県生活環境保全条例」に基づき一定規模以上の施設を有
する工場・事業場において選任が義務付けられている者。
※「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律」に基づき、一定規模以上の製造業等の工場において選
任が義務付けられている者。

公共用水域
河川や湖沼、港湾など公共の用に供される水域とこれらに接続する公共溝渠、かんがい用水路など公共の用に

供される水路のこと。公共下水道及び流域下水道で終末処理場を有しているもの、またこの流域下水道に接続し
ている公共下水道は除かれる。

固定価格買取制度（Ｆ
ＩT）

Feed-in Tariffの略。再生可能エネルギーにより発電された電気の買取価格を法令で定める制度で、主に再生可
能エネルギーの普及拡大を目的としている。再生可能エネルギー発電事業者は、発電した電気を電力会社などに
一定の価格で、一定の期間にわたり売電できる。

こどもエコクラブ
 幼児から高校生までなら誰でも参加できる環境活動のクラブ。

子どもたちの環境保全活動や環境学習を支援することで、身近な自然を大切に思う心や、環境問題解決のため
に自ら考えて行動する力を育成し、地域の環境保全活動の環を広げることを目的とする。

さ 再生可能エネルギー  太陽光、太陽熱、風力、水力、地熱、バイオマスなど、永続的に利用することができるエネルギーの総称。

埼玉県SDGsパート
ナー

 SDGsの取組を自ら実施、公表する県内企業・団体等で県が登録したもの。

埼玉版スーパー・シ
ティプロジェクト

コンパクト（必要な機能が集積しゆとりある魅力的な拠点を構築）、スマート（新たな技術の活用などによる
先進的な共助の実現）、レジリエント（誰もが暮らし続けられる持続可能な地域を形成）を要素とするまちづく
りを市町村や民間企業等と共に取り組むもの。

さいたま緑のトラスト
運動

企業や県民の皆様からの寄附で土地を取得し、優れた自然や歴史的環境を、県民共有の財産として末永く保全
していこうという運動。

ＳＡＩＴＡＭＡリバー
サポーターズプロジェ
クト

埼玉の豊かな川を育む自発的な活動が持続的に行われるよう、県民・団体・企業の取組を県が支援していくプ
ロジェクト。川の国応援団に加えて、個人と企業の参画を得て連携を強化し、川との共生や川の魅力創出に向け
た活動を活性化することでＳＤＧｓの実現を目指す。

彩の国環境大学
地域で環境保全活動や環境学習活動を行うリーダーを育成することを目的とした環境学習講座。基礎課程と実

践課程がある。

彩の国資源循環工場

寄居町にある埼玉県環境整備センター内に先端技術を有する民間リサイクル施設を集積した総合的な資源循環
モデル施設。第２期事業では、環境負荷の軽減に寄与する製造業の施設、焼却施設を含まない再資源化施設、環
境分野の研究施設など新たに産業を誘致するとともに、埋立処分場の整備を行っている。現在、第１期事業では
８社の再資源化施設が、また、第２期事業では２社の再資源化施設と３社の製造施設が立地して事業を展開して
いる。

SAI-PLAT
Saitama-Adaptation-Information Platformの略。環境科学国際センターに設置した埼玉県気候変動適応セン

ターのホームページ。
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彩の国ふるさとでんき
（埼玉県産CO２オフ
セット電力メニュー）

県内の事業者向けに、県内のFIT発電所で発電された電力や卒FITを迎えた家庭から生まれる余剰電力で生み出
された再生可能エネルギーの環境価値を、非化石証書として活用した実質CO2フリーの県産の電力メニューのこ
と。

彩の国みどりの基金
森林の保全整備や身近な緑の保全・創出を目的とし、自動車税の１．５％相当額（１台当たり約５００円）と

県民や企業などからの寄附を財源とする基金。平成２０年（2008年）４月に創設。

彩の国みどりのサポー
ターズクラブ

緑の保全・創出を進めたいと考えている団体・企業・個人が自由に参加できるクラブ。会員相互の交流や情報
交換を通じて地域における活動の輪を広げ、県内各地の植樹活動などを促進していくため平成２２年（2010年）
８月に発足。

彩の国リサイクル製品
認定制度

 県内で発生する廃棄物を主な原材料としたリサイクル製品を認定し、その利用を促進する制度。

彩の国ロードサポート
制度

美しい道路環境づくりのため、住民団体・学校・企業などがボランティアで道路の美化活動に取り組む制度。
ボランティアで歩道の清掃活動や、植樹帯の花植えなどの美化活動を行う団体に対し、道路管理者の県が、用具
や花苗の提供、表示板の設置などの支援を行う。

里地里山
原生的な自然と都市との中間に位置し、集落とそれを取り巻く二次林、それらと混在する農地、ため池、草原

などで構成される地域。

里山  人里近くにある、生活に結びついた山や森林。

産業廃棄物
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び同法施行令により定められた

２０種類（汚泥、廃油、廃プラスチック等）の廃棄物。このうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は
生活環境に係る危険性の高い産業廃棄物は、特別管理産業廃棄物に分類される。

三富地域
平地林の落ち葉をたい肥として畑に還元する農法が継続されている川越市、所沢市、狭山市、ふじみ野市、三

芳町にまたがる野菜生産が盛んな畑作地帯。緑豊かで、都市近郊の緑地空間としても貴重である。

ＧＩＳ（地理情報シス
テム）

Geographic Information Systemの略。地理的位置を手がかりに、位置に関する情報を持ったデータ（空間
データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に表示し、高度な分析や迅速な判断を可能にする技術のこと。

COD（化学的酸素要
求量）

水中の有機物等を酸化するときに要する酸素の量をいい、湖沼や海域の閉鎖性水域における、水質汚濁の代表
的な指標。数値が大きいほど、汚濁していることを示す。日本では、過マンガン酸カリウム(KMnO４)で酸化に
よる方法で測定する。

持続可能な開発のため
の教育（ＥＳＤ）

Education for Sustainable Developmentの略。持続可能な社会づくりの担い手を育むため、地球規模の課題を
自分のこととして捉え、その解決に向けて自分で考え行動を起こす力を身につけるための教育。

浄水発生土
河川水を取水し、浄水場で浄水処理を行う過程（沈殿池で河川水の濁りを沈殿させる。）で排出される泥のこ

と。

食品ロス
本来食べられるにもかかわらず捨てられる食品。事業活動に伴って発生するものと家庭から発生するものがあ

る。

侵略的外来生物
国外や国内の他地域から人為的（意図的または非意図的）に持ち込まれることにより、本来の分布域を越えて

生息又は生育する生物のうち、地域の自然環境に大きな影響を与え、生物多様性を脅かすおそれのあるもの。

水源かん養
森林の土壌により雨水、融雪水を一度貯留し、徐々に河川に放出させて、洪水や渇水を緩和することや水質の

浄化を行うこと。
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３Ｒ

循環社会構築に向けた基本的な考え方。廃棄物の発生抑制（リデュース：Reduce）、再使用（リユース：
Reuse）、再生利用（リサイクル：Recycle）の３つの頭文字をとったもの。

なお、この３Ｒに再生可能資源の代替（リニューアブル：Renewable）を加えたものを「３Ｒ＋Renewable」
という。

生活排水処理施設
主に家庭からの生活排水（し尿及び生活雑排水）を処理する施設の総称。下水道、農業集落排水施設、合併処

理浄化槽などがある。
→農業集落排水、合併処理浄化槽

生態系
植物、動物などの生物とそれらを取り巻く大気、水、土などの無機的な環境を総合した系（システム）。生態

系は動物・植物の再生産や、水や大気を循環させる仕組みを持っており、人間は食料・水・木材など様々な恩恵
を受けている。

生物多様性

地球上の生物及びその生息・生育環境の多様さを表す概念。生物多様性条約では、「すべての生物（陸上生態
系、海洋その他の水界生態系、これらが複合した生態系その他生息又は生育の場のいかんを問わない。）の間の
変異性をいうものとし、種内の多様性（遺伝的多様性）、種間の多様性及び生態系の多様性を含む」と定義して
いる。

ZEH
 Net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギーハウス）の略。

室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、
年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロにすることを目指した住宅のこと。

ZEB
 Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略。

室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、
年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロにすることを目指した建築物のこと。

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０
①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情報社会に続く、人類史上５番目の新しい社会で、サイバー空間(仮

想空間)とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会課題の解決の両立す
る人間中心社会。

た ダイオキシン類  炭素・酸素・水素・塩素を含む物質が燃える時などに副生成物として生じる物質で、毒性が強いものがある。

地域制緑地
法令により土地利用の規制・誘導等を通じて緑地の保全が図られている地区。都市緑地法で規定する「特別緑

地保全地区」や、ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例で規定する「ふるさとの緑の景観地」などがある。

地球温暖化防止活動推
進員

地球温暖化対策推進法第３７条に基づき、地域において地球温暖化防止に関する講師・相談活動、県や市町村
の事業への協力など地球温暖化防止の普及啓発活動を行う。

地産地消
もともとは地域で生産された農産物を地域で消費することをいう。エネルギーについても、地域で必要とする

エネルギーを太陽光や太陽熱などの再生可能エネルギーの活用などによって地域で生み出すこと。

ディマンドリスポンス
（ＤＲ）

電力の需要家が保有するエネルギーリソースを制御し、時間帯やピーク時の電力消費を抑えるなどすること
で、電力の安定供給を図る仕組みのこと。

デジタルトランス
フォーメーション
（DX）

デジタル（Digital）と変革を意味するトランスフォーメーション（Transformation）により作られた造語で、
様々なモノやサービスがデジタル化により便利になったり効率化され、その結果デジタル技術が社会に浸透する
ことで、それまでには実現できなかった新たなサービスや価値が生まれる社会やサービスの変革を意味する。

テレワーク
Tele（離れて）とWork（仕事）を組み合わせた造語。情報通信技術を活用した時間や場所を有効に活用できる

柔軟な働き方。
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特定化学物質
トルエン、キシレンや硫酸など人の健康を損なうおそれや動植物の生息もしくは生育に支障を及ぼすおそれの

ある県生活環境保全条例で規定している６０６種類の化学物質。

特定化学物質等適正管
理手順書

特定化学物質管理指針に基づき、特定化学物質の取扱目的、施設の平面図、管理のための組織、管理方法、情
報提供の方法、事故防止対策等を手順にまとめたもの。

特別緑地保全地区
都市緑地法に基づき、無秩序な市街地化の防止や公害・災害の防止に役立っている緑地などを保全するため、

土地の形質変更などを行うに際し許可が必要となる地区。

な 燃料電池
燃料である水素と酸化剤を外部から供給しつつ反応させて電気を取り出すタイプの電池。燃料電池の用途は幅

広く、 燃料電池自動車から家庭用の燃料電池、また、 移動体用途としては、バス、船等がある。

農業集落排水
農業用用排水の水質を保全し、農村における生活環境を改善するため、農業集落におけるし尿や生活雑排水等

を処理する施設。
→生活排水処理施設

は バーチャルパワープラ
ント（VPP）

仮想発電所のこと。工場や家庭などが保有するエネルギーリソース（蓄電池、発電設備、EV等）を集約、統合
制御し、発電所と同等の機能を持たせることで電力の需給調整を行うこと。

バイオマス
 間伐材や麦わら、家畜の排せつ物など生物由来の再生可能な有機性資源のこと。
→再生可能エネルギー

ＢＯＤ（生物化学的酸
素要求量）

生活環境項目の一つであり、河川水や工場排水、下水などに含まれる有機物による汚濁の程度を示すもので、
水の中に含まれる有機物が一定時間、一定温度のもとで微生物によって生物化学的に酸化されるときに消費され
る酸素の量をいう。単位はｍｇ/Ｌで表示され、数値が大きいほど汚濁の程度が高い。

ヒートアイランド現象
空調による人工排熱やコンクリートの建物による蓄熱などにより、都市中心部の気温が郊外に比べて高くなる

現象。

非化石証書
太陽光発電や風力発電など、地球温暖化の原因となるCO2を出さない電気が持つ「非化石価値」を証書化し取

引可能な形としたもの。

微小粒子状物質（ＰＭ
２．５）

大気中に浮遊する物質のうち、粒径２．５μm（マイクロメートル：μm=１００万分の１ｍ）以下の小さな物
質。肺の奥深くまで入りやすく健康への影響も大きいと考えられている。

ふるさとの緑の景観地
「ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例」に基づき、樹林地で優れた景観を有する区域を指定するものであり、

指定した区域においては、木竹の伐採等について届出の義務を課し、開発行為との調整を図りながら保全を行
う。

フロン類

クロロフルオロカーボン（ＣＦＣ）、ハイドロクロロフルオロカーボン（ＨＣＦＣ）、ハイドロフルオロカー
ボン（ＨＦＣ）の３種類がフロン類として法に規定されている。冷蔵・冷凍・空調機器の冷媒等に幅広く使用さ
れているが、地球温暖化係数がＣＯ2の数百から１万倍超の温室効果が大きい物質であり、ＣＦＣ、ＨＣＦＣはオ
ゾン層破壊物質でもある。

分散型エネルギー
比較的小規模で、かつ、様々な地域に分散しているエネルギーの総称。太陽光やバイオマスなどの再生可能エ

ネルギーやコージェネレーションシステムなどがある。

平地林  平野部及び都市近郊に所在する樹林平地部分にある林。

ＢＥＭＳ
 Building and Energy Management Systemの略。
 ITを利用して業務用ビルの照明や空調などを制御し、最適なエネルギー管理を行うビル管理システム。
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ポリ塩化ビフェニル
（ＰＣＢ）廃棄物

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）を含む廃棄物。ＰＣＢは、変圧器やコンデンサーなどの電気機器の絶縁油とし
て使用されていたが、有害であることが判明したため、製造や輸入、新たな使用が禁止されており、令和９年３
月３１日までの処分が義務付けられている。なお、期限内処分を実行するため、県・政令市及び事業者の具体的
な取組については、「埼玉県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計画」に定めている。

ま 「緑」と「みどり」
「緑」とは、樹木や樹林地などの身近な緑を指して使用し、「みどり」とは身近な緑に加え、森林、河川や池

沼を含む湿地などの総称として使用している（事業や施策の名称として使用する場合もあり。）。

緑のトラスト保全地
ふるさと埼玉の優れた自然や歴史的環境を後世に残すため、企業や県民の皆様からの寄附金（さいたま緑のト

ラスト基金）などを主な資金として取得・保全する緑地

見沼田圃
さいたま市と川口市にまたがる総面積１，２６０haに及ぶ大規模緑地。江戸時代により主に農業生産の場とし

て都市近郊における重要な食糧基地の役割を果たしてきた。現在では、環境・治水・農業等様々な面で新たな土
地利用のあり方が求められている。

木育
子供から大人までを対象に、木材や木製品とのふれあいを通じて木材への親しみや木の文化への理解を深め

て、木材の良さや利用の意義を学んでもらうための教育活動。

目標設定型排出量取引
制度

エネルギー使用量が３か年度連続して原油換算で年間１，５００キロリットル以上の事業所を対象に、事業所
ごとに二酸化炭素の排出削減目標を設定し、目標達成を求める制度。目標の達成に、他者の削減量、再生可能エ
ネルギー及び森林吸収量などを利用（排出量取引）できる。

ら ライフスタイルキャン
ペーン

冷暖房温度の適温設定（夏は２８℃、冬は２０℃）やクールビズ、ウォームビズの実践など、地球温暖化問題
への関心を喚起し、脱炭素社会の実現に向けたライフスタイルへの転換を促進するための県民運動。

流域治水
 気候変動の影響による豪雨の頻発化を踏まえ、これまでの河川、下水道の管理者が主体となって行う治水対策
だけではなく、集水域から氾濫域にわたる流域全体のあらゆる関係者が協働して治水対策を実施する考え方。

緑化計画届出制度
敷地面積1,000㎡以上の建築行為を行う場合に、ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例に基づき、緑化を行う計画

を県に届け出ることを義務付けた制度。

類型

水質汚濁に係る環境基準のうち、生活環境項目（水素イオン濃度（pH）、生物化学的酸素要求量（BOD）な
ど）については、河川、湖沼、海域別に、水道・水産・農業用水・工業用水・水浴などの利用目的や、水生生物
の生息状況に適応した類型ごとに基準が定められている。類型はＢＯＤなどの一般項目で６段階、亜鉛などの水
生生物保全項目で４段階に区分されており、国及び県が水域ごとに類型を指定している。

レッドデータブック
絶滅のおそれのある野生生物の種をリストアップし、その生息・生育状況を解説したもの。埼玉県では動物編

を平成８年（1996年）に植物編を平成１０年（1998年）に発行し、以降交互に改訂している。

レジリエンス
 英語で、「強靱さ」を意味する言葉。地域においては、災害などの突発的な変化や平常時の重圧に対して、よ
り着実に耐久し、適応するための能力とされる。

レファレンス
 利用者が学習・研究・調査を目的として必要な情報・資料などを求めた際に、情報そのものや必要とされる資
料を検索・提供・回答する業務。
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